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第３節 通商政策局 

１．世界経済の動向 

主要国経済の動向を見てみると、米国経済は、ドル高、

原油安等の影響を受け、輸出および設備投資は減速したが、

個人消費は緩やかな拡大を続け、2015 年の実質ＧＤＰ成

長率は 2.4％を記録した。米連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）

は、2015年 12月、労働市場の改善およびインフレ率が上

昇していくとの見通し等を背景に、7年間にわたったゼロ

金利政策を解除した。ユーロ圏経済は 2014 年半ばに景気

回復が腰折れし、2015 年 1 月に国債購入を含む量的緩和

の実施が決定された。2015 年半ばにはギリシャの資金繰

りが再び取り沙汰され、金融支援と引き換えにギリシャの

財政緊縮が合意された。2016 年初頭には、マイナス金利

（2014 年６月導入）等を背景に銀行の収益力が低下する

中、ユーロ圏の金融機関の体力に対する懸念が高まった。

2015 年半ば以降外需は鈍化しているものの内需は堅調で

あり、2015年のＧＤＰ成長率はユーロ圏 1.6%、英国 2.2%。

また中国経済は、過剰生産能力問題等を背景に、固定資産

投資の減速や消費の伸び悩み等から、景気は緩やかに減速

しており、2015年の実質ＧＤＰ成長率は 6.9％となった。 

また、2016 年４月時点でＩＭＦが発表した世界経済見

通しの中では、世界経済の成長は続いているがそのペース

は緩慢で、様々なリスクに一段とさらされているとし、成

長を支えるためには、構造・財政・金融の３本柱による積

極的かつ早急な政策アプローチが必要であると強調した。

世界の実質ＧＤＰ成長率は、2015年は 3.1%と、2014年の

3.4%から 0.3ポイント下落しており、今後の見通しについ

ても、2016年は 3.2%、2017年は 3.5%と、前回 1月時点の

見通しから各々0.2ポイント、0.1ポイント下方修正した。 

 

２．国際経済協力 

２．１．アジア太平洋経済協力（ＡＰＥＣ） 

ＡＰＥＣ（Asia-Pacific Economic Cooperation）は、

日本とオーストラリアが主導して 1989 年に創設した、ア

ジア太平洋地域の持続的発展に向けた地域協力の枠組み

である。発足時には 12 であった参加国・地域は徐々に拡

大し、2016年３月現在では 21か国・地域が参加しており、

世界全体のＧＤＰの約 55％、世界貿易額の 44％、世界人

口の 40％を占めている。アジア太平洋地域における自由

で開かれた貿易・投資の実現に向けて、ビジネス活動の円

滑化や経済・技術協力などの取組を推進している。 

ＡＰＥＣは、参加国・地域の自主性を重んじ、域外に対

しても貿易・投資の自由化・円滑化の成果を分け合うこと

を目的とした「開かれた地域主義（open regionalism）」

を標榜しており、また、ＮＡＦＴＡ（North American Free 

Trade Agreement：北米自由貿易協定）諸国、ＡＳＥＡＮ

７か国、ロシア、中南米をも含む広範な地域をカバーして

いることから、地域統合間の連携としての側面も持ってい

る。 

（参考）2016年３月現在のＡＰＥＣメンバー 

（＊は発足時の 12メンバー） 

・ＡＳＥＡＮ（フィリピン＊、インドネシア＊、マレーシ

ア＊、タイ＊、シンガポール＊、ブルネイ＊、ベトナム） 

・米州（米国＊、カナダ＊、メキシコ、チリ、ペルー）  

・オセアニア（オーストラリア＊、ニュージーランド＊、

パプアニューギニア）  

・その他（日本＊、韓国＊、中国、中国香港、チャイニー

ズ・タイペイ、ロシア） 

 

(1)分野別大臣会合 

（ア）ＡＰＥＣ貿易担当大臣会合 

2015 年５月 23 日及び 24 日、フィリピン・ボカライに

おいてＡＰＥＣ貿易担当大臣会合（ＭＲＴ）が開催された。

我が国からは、宮沢経済産業大臣及び薗浦外務大臣政務官

が出席し、多角的貿易体制の支持や地域経済統合の進展、

中小企業の地域・世界市場への参画推進などについて、精

力的に議論を行った。 

多角的貿易体制の支持については、「バリ合意」の実施、

貿易円滑化協定（ＴＦＡ）の早期発効の重要性、ドーハ・

ラウンド交渉（ＤＤＡ）の妥結に向けた作業計画策定等に
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つき議論が行われた。また、アフリカで初めての開催とな

る 2015 年末のケニアでのＭＣ１０の開催を歓迎し、ＩＴ

Ａ拡大，環境物品自由化などのプルリ交渉についても，そ

の重要性について多くの発言があり、特にＩＴＡ拡大交渉

については、交渉参加国に対し速やかに品目合意に至るよ

う促した。 

また、地域経済統合の進展については、「アジア太平洋

自由貿易圏（ＦＴＡＡＰ）実現に向けたＡＰＥＣの貢献の

ための北京ロードマップ」において立ち上げに合意した

「ＦＴＡＡＰ実現に関連する課題にかかる共同の戦略的

研究」の進捗、ＦＴＡＡＰの実現に向けた議論や地域経済

統合に向けた地域貿易協定・自由貿易協定（ＲＴＡｓ／Ｆ

ＴＡｓ）の役割について議論が行われた。さらに、我が国

から、質の高い成長と持続可能な開発の実現の観点から、

インフラ投資の望ましいあり方を模索するための調査を

実施しており、地域における質の高いインフラ投資促進を

通じた連結性の強化に貢献する旨を表明した。 

中小企業の地域・世界市場の参画促進については「零

細・中小企業（ＭＳＭＥｓ）のグローバル化のためのボラ

カイ行動アジェンダ」の策定等、零細企業及び中小企業の

地域・グローバル市場への参画の促進、昨年の首脳会議で

採択された「グローバル・バリューチェーンの発展と協力

のための戦略ブループリント」実施の進捗状況等につき議

論が行われた。さらに、我が国からは、「零細・中小企業

（ＭＳＭＥｓ）のグローバル化のためのボラカイ行動アジ

ェンダ」のとりまとめを支持するとともに、ＡＰＥＣ地域

の中小企業の更なる飛躍を実現するため、ＡＰＥＣ地域の

シームレスな中小企業金融環境の整備の促進や、電子商取

引の発展を促す施策の推進の重要性を指摘した。 

また、2014 年に取り纏められた「グローバル・バリュ

ーチェーンの発展と協力推進のための ＡＰＥＣ 戦略ブ

ループリント」に基づき、グローバル・バリューチェーン

（ＧＶＣｓ）の自然災害に対する強靱性の向上のため、途

上エコノミーの投資環境整備、及び地場企業の事業継続性

の観点から、ガイドブックを策定することを提案し、これ

らの日本のイニシアティブに対しても、参加エコノミーか

ら高い評価が示された。 

（イ）ＡＰＥＣ中小企業大臣会合 

2015 年９月 24 日から 26 日の日程で、フィリピン・イ

ロイロ市において、第 22 回ＡＰＥＣ中小企業大臣会合が

開催され、我が国からは関経済産業大臣政務官が出席した。

「グローバル市場における中小企業の組み込み」をテーマ

に、21 エコノミー及び国際機関等の参加を得て議論を行

い、大臣宣言及び「あまねく広がる開発に向けたグローバ

ル零細・中小企業育成のためのイロイロ・イニシアティブ」

が取りまとめられた。 

（ウ）ＡＰＥＣ第 12回エネルギー大臣会合 

2015 年 10 月 13 日、フィリピン・セブにおいて、第 12

回ＡＰＥＣエネルギー大臣会合が開催され、我が国からは

上田経済産業審議官が出席した。「エネルギー・レジリエ

ントなＡＰＥＣ地域の実現に向けて」をテーマとし，エネ

ルギーの強靱性，エネルギー効率の向上，クリーンエネル

ギーの推進，貿易・投資の促進について議論が行われ，成

果文書として「セブ宣言」が採択された。 

(A) ＡＰＥＣ連結性ブループリントにおける 2014年の

首脳のコミットメントを踏まえつつ、エネルギー安全

保障や持続可能な発展を促進する上で、エネルギーの

強靭性が重要であることが確認された。 

(B) ＡＰＥＣ地域において質の高い電力インフラを普

及させることを目指す「質の高い電力インフラ・イニ

シアチブ」の立ち上げが歓迎され、事務方に対して電

力インフラの質を担保するために考慮すべき事項をま

とめたガイドラインの作成が指示された。 

(C) 石油・天然ガスの供給途絶時の対応能力を強化す

るため、「ＡＰＥＣ石油・ガス・セキュリティ・イニシ

アチブ」を継続することが確認された。 

 

（２）閣僚会議 

閣僚会議は、首脳会議の直前に開催される経済・貿易担

当大臣及び外務大臣による会議のことである。分野別の大

臣会合（貿易、エネルギー、中小企業、電気通信・情報産

業等）などから、その年の議論の内容について報告を受け、

成果を確認するとともに、今後ＡＰＥＣ参加エコノミーが

重点的に取り組むべき課題について議論が行われ、共同閣

僚声明が発出される。 

（ア）第 26回ＡＰＥＣ閣僚会議 

2015年 11月 15日から 17日にかけて、フィリピン・マ

ニラにおいてＡＰＥＣ閣僚会議が開催された。我が国から

は林経済産業大臣及び岸田外務大臣が出席し、経済統合を

通じた包摂的成長、持続可能かつ強靭なコミュニティを通
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じた包摂的成長、多角的貿易体制の支持などについて、精

力的に議論を行い、会議の成果として「閣僚声明」が発出

された。 

経済統合を通じた包摂的成長については、ＡＰＥＣ成長

戦略に関し、質の高い成長への取り組みを強化する新たな

戦略文書を承認、進捗評価報告書の作成を歓迎した。また、

アジア太平洋自由貿易圏（ＦＴＡＡＰ）について、「アジ

ア太平洋自由貿易圏（ＦＴＡＡＰ）の実現に向けたＡＰＥ

Ｃ の貢献のための北京ロードマップ」の進展及び「ＦＴ

ＡＡＰの実現に関連する課題にかかる共同の戦略的研究」

の進展を歓迎した。ＴＰＰ参加エコノミーを中心に、ＴＰ

Ｐを踏まえつつ、ＦＴＡＡＰの実現に向けて協力したい等

との発言があった。さらに、ＦＴＡＡＰの実現のためのサ

ービス分野の取組の重要性を指摘し、日本が主導する「製

造業関連サービス」及び「環境サービス」への協力を要請

した。 

持続可能かつ強靭なコミュニティを通じた包摂的成長

については、科学技術、女性の役割強化、災害リスク軽減

等の各分野で協力を継続することを確認した。さらに、我

が国からは、エネルギーの強靱性に関し、日本の提案によ

り開始される「質の高い電力インフラ・イニシアチブ」に

協力していくことを表明し、また、ＬＮＧ市場の柔軟化を

含めたガス・セキュリティのあり方について、ＡＰＥＣに

おいて議論を深めることが重要であると指摘した。また、

グローバル・バリューチェーンの強靱性を向上するため、

東日本大震災における日本企業の取組事例を中心とする

「ＡＰＥＣガイドブック」が取り纏められたことに関し、

感謝の意を表明するともに、来年、日本で開催する能力構

築のためのセミナーへの参加を呼びかけた。 

多角的貿易体制の支持については、ＷＴＯを中心とする

多角的貿易体制が世界経済の礎であるとの認識を共有し

た。その強化のため、保護主義抑止のコミットメントを再

確認し、第 10 回ＷＴＯ閣僚会議（ＭＣ１０）の成功の重

要性につき一致した。また、情報技術協定（ＩＴＡ）拡大、

環境物品協定等の有志国間交渉の進展の重要性を再確認

した。 

 

（３）首脳会議 

首脳会議は、ＡＰＥＣ参加国・地域の首脳が参集し、そ

の年の成果を確認するとともに、ＡＰＥＣが取り組むべき

課題と解決に向けた取組の方向性を議論するものである。

年１回開催され、毎回、首脳宣言が発出されている。 

（ア）第 21回ＡＰＥＣ首脳会議 

ＡＰＥＣ首脳会議(ＡＥＬＭ)及び関連会合が、2014 年

11 月 18 日から 19 日にかけて、フィリピン・マニラにお

いて開催され、我が国からは、安倍内閣総理大臣が出席し

た。首脳会議では、「地域経済統合の進展」，「中小企業の

地域・世界市場への参画促進」，「人材開発への投資」，「持

続可能かつ強靱な地域社会の構築」などについて議論を行

い、会議の成果として、ＡＰＥＣ首脳宣言「包摂的な経済

の構築，よりよい世界を目指して アジア太平洋コミュニ

ティのためのビジョン」を採択した。 

(A)経済統合を通じた包摂的な成長 

ＡＰＥＣ成長戦略、多角的貿易体制の支持、アジア

太平洋自由貿易圏（ＦＴＡＡＰ）、連結性、グローバル・

バリューチェーンの協力、零細・中小企業の地域・世

界市場への参加、サービス分野における協力等につい

て議論された。多くのエコノミーからＴＰＰ大筋合意

を歓迎すること、また、これを踏まえアジア太平洋自

由貿易圏（ＦＴＡＡＰ）の実現に着実な一歩が刻まれ

たこと、第 10回ＷＴＯ閣僚会議（ＭＣ１０）に向けて

精力的な議論を継続すべきであること、昨年の首脳会

議で合意された「連結性ブループリント」や「グロー

バル・バリューチェーン戦略的ブループリント」を着

実に実施していく必要があることなどについて意見が

だされた。安倍総理からは（１）2020 年ボゴール目標

の達成に向けて、地域経済統合に取り組むとともに、

「成長の質」を確保する必要。この観点から、本年の

成長戦略の成果を歓迎、（２）アベノミクスは、第２ス

テージ。改訂成長戦略の実行等を通じて、雇用・所得

増を図る決意であり、「一億総活躍社会」の実現との目

標を掲げている。具体的には、アベノミクスの果実を、

女性、若者、障害者などに活躍してもらう政策に振り

向けていくことで、成長を実現したい。これらにより、

強い経済を実現し、地域の包摂的な成長に貢献、（３）

大筋合意が成立したＴＰＰにより作られる新たな経済

秩序は、ＦＴＡＡＰにおいて，ルールづくりのたたき

台となる。ＲＣＥＰ交渉も加速化させたい、という旨

を発言した。 

(B)持続可能で強靭なコミュニティーを通じた包摂的
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な成長 

人材開発，女性の活躍推進，農村開発，食料安全保

障，都市化，エネルギー強靱性，災害対策などについ

て議論された。安倍総理から、（１）「一億総活躍社会」

はアベノミクス第２ステージの重要なキーワード。そ

の実現を目指し、政策パッケージのとりまとめを実施

中。（２）自然災害等に対するバリューチェーン強靱性

向上に向けた取組や「質の高い電力インフラ・イニシ

アチブ」を実施中。（３）女性の活躍推進は，地域の更

なる経済発展につながるもの。日本は女性の採用・登

用を促進する法律の整備、「女性が輝く社会に向けた国

際シンポジウム（ＷＡＷ！）」の開催、女性管理職の割

合向上を目指すＡＰＥＣの取組など通じて、「女性が輝

く社会」の実現に貢献。 

 (C)首脳会議の成果概要 

以上の議論を踏まえ、首脳会議の成果として、ＡＰ

ＥＣ首脳宣言「包摂的な経済の構築，よりよい世界を

目指して アジア太平洋コミュニティのためのビジョ

ン」が採択され、概要は以下の通り。 

a地域経済統合強化 

・多角的貿易体制の支持 

・ＦＴＴＡＰ (アジア太平洋自由貿易圏)実現に向け

た取組 

・グローバル・バリューチェーンの発展・協力 

・経済技術協力の強化 

b 中小企業の地域・グローバル市場への参画強化 

 c 持続可能で強靱な地域社会の構築 

d 人材開発への投資 

 

２．２．Ｇ７サミット、Ｇ20サミット 

（１）Ｇ７エルマウ・サミット 

（ア）日程・場所 

2015 年６月７日～８日、ドイツ・エルマウにてＧ７サ

ミットが開催された。 

参加国・地域は、Ｇ７（日本、イギリス、米国、カナダ、

ドイツ、フランス、イタリア、ＥＵ）。 

（イ）主な論点  

(A)世界経済、成長、Ｇ７の価値観 

世界経済の回復継続・リスクへの対処について、Ｇ

７として前向きなメッセージを発出することにつき一

致した。 

安倍総理は、グローバルな視点から、国際社会のガ

バナンスに責任ある形で対応できるのはＧ７であると

して、Ｇ７の役割を強調するとともに、アベノミクス

による経済の好循環、農業、医療、エネルギー等にお

ける岩盤規制の改革の確実な実行、女性登用に積極的

な企業の支援等のほか、2015 年６月末頃を目途に、成

長戦略の改訂を行うことを報告した。 

また、世界の膨大なインフラ需要に、「質の高いイン

フラ投資」をもって応えていくことを主張するととも

に、アジア開発銀行（ＡＤＢ）との連携、今後５年間

で約 1,100億ドルのインフラ資金の提供を説明した。 

 (B)貿易・サプライチェーンにおける基準 

貿易については、ＷＴＯを中心とする多角的貿易体

制の維持・強化及びドーハ・ラウンド交渉の妥結に向

けた取組の政治的後押しの重要性を確認するとともに、

メガＦＴＡ（ＴＰＰ，日ＥＵＥＰＡ等）の促進につき

議論した。 

安倍総理は、ＴＰＰの早期妥結及び日ＥＵＥＰＡの

年内の大筋合意に向けた決意を説明した。 

また、自由貿易が成長や雇用の原動力であるとして、

新興途上国を含む各国がＷＴＯの下での法の支配を重

んじること、Ｇ７首脳が保護主義抑止に向け強いメッ

セージを発出すべきと主張するとともに、ＷＴＯ貿易

円滑化協定の早期発効の期待と、ドーハ・ラウンド交

渉（ＤＤＡ）の妥結に向けたＧ７各国の一層の努力を

要請した。 

(C)エネルギー・気候変動 

エネルギーについて、安倍総理は、気候変動問題は、

世界全体で取り組むべき重要な課題であり、Ｇ７で連

携して全ての国を新たな枠組みに参加させるよう、全

力を尽くす必要があると主張するとともに、温室効果

ガスの大幅な削減をリードするため、2030年に 2013年

比から 26%の温室効果ガスの削減を内容とする、野心的

な政府案をとりまとめ、2015 年７月中下旬頃にも約束

草案を提出することを発表した。 

この他、産学官のパートナーシップを促進する国際

会議（ＩＣＥＦ（アイセフ））の開催や、二国間クレジ

ット制度の推進を説明し、優れた低炭素技術を国際社

会に広めることで、温室効果ガス排出削減に貢献して
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いく意思を表明した。 

また、持続可能なエネルギー安全保障は、世界経済

の発展と繁栄の礎であるとして、Ｇ７エネルギー大臣

会合で合意したハンブルク・イニシアティブを歓迎す

るとともに、バランスのとれた多様なエネルギー源は

エネルギー安全保障の中核であるとして、先日、我が

国が 2030年に向けたエネルギーミックスの姿を示した

ことを説明した。特に、優れた安定供給性と効率性を

有する原子力を、重要なベースロード電源として活用

していく旨表明した。 

 

（２）Ｇ20アンタルヤ・サミット 

（ア）日程・場所 

2015 年 11 月 15 日～16 日にトルコ・アンタルヤにてＧ

20サミットが開催された。 

 参加国・機関は、日本、ロシア、米国、イギリス、ドイ

ツ、フランス、イタリア、カナダ、ブラジル、インド、中

国、南アフリカ、オーストラリア、インドネシア、韓国、

トルコ、メキシコ、サウジアラビア、アルゼンチン、ＥＵ、

ＯＥＣＤ、ＩＭＦ、国際連合、世界銀行、ＷＴＯ､ＩＬＯ､

ＦＳＢ(金融安定化理事会）であった。この他、スペイン、

マレーシア（ＡＳＥＡＮ議長国）、ジンバブエ（アフリカ

連合議長国）、アゼルバイジャン、セネガル、シンガポー

ルが招待された。 

（イ）主な論点 

(A)世界経済、成長戦略、投資戦略、雇用 

世界経済については、成長戦略の実施を通じた強固

で持続可能かつ均衡ある経済成長の実現の重要性につ

き一致した。 

安倍総理は、これまで高い成長を達成してきた新興

国等に弱さが見られ、特に中国は、過剰生産設備の解

消等、構造的な諸課題等の解決に向けた改革努力が求

められている旨発言した。 

「成長戦略」「雇用」については、アベノミクスの進

捗（「ＧＤＰ600兆円」「人口一億人の維持」の目標、「労

働力人口の維持」へのチャレンジ）について紹介した。 

「投資戦略」については、2015 年５月に公表した「質

の高いインフラパートナーシップ」の進捗状況として、

①円借款の更なる活用、②ＡＤＢとの連携、③質の高

いインフラ案件へのリスクマネーの積極的供給につい

て紹介した。 

 

(B)開発、気候変動 

 開発については、2030 アジェンダの支持・実施、特

に低所得開発途上国（ＬＩＤＣｓ）への支援の重要性

につき一致した。安倍総理から、質の高いインフラの

重要性等について発言した。 

気候変動については、ＣＯＰ21 の成功に向けた強い

メッセージを発出することの重要性を確認した。安倍

総理から、パリ合意における長期目標の設定、排出削

減目標の提出・見直しに関する共通サイクルの創設等

の野心向上に向けた仕組み等が必要不可欠である旨発

言するとともに、気候変動関連の途上国支援、低炭素

技術の開発・普及の促進についても発言した。また、

ＣＯＰ21の成功に向けた連携を呼びかけた。 

(C)貿易・エネルギー 

貿易については、首脳間で、貿易は経済成長及び開

発の原動力であり、ＷＴＯＯは多角的貿易体制の基盤

であるとの認識で一致した。また、第 10回ＷＴＯ閣僚

会議（ＭＣ１０）の成功を目指するとともに、保護主

義抑止のコミットメントを再確認した。安倍総理は、

ＴＰＰによって構築される経済秩序は、ＲＣＥＰ、Ｆ

ＴＡＡＰのルール作りのたたき台、世界のスタンダー

ドになり、日ＥＵＥＰＡ等の交渉の弾みとなる旨発言

した。また、過剰生産による市況の悪化が保護主義措

置を招いているとの懸念もあり、保護主義措置抑止の

コミットメントを再確認し、実践によりＷＴＯの下で

の法の支配を徹底すべきであると発言した。ＭＣ１０

については、具体的な成果を目指すべきであり、未解

決な課題及び時代に即した課題を扱うための新たなア

プローチを検討すべきと発言し、更にＭＣ１０までの

ＩＴＡ品目拡大交渉の妥結に向け努力すべきであると

発言した。 

エネルギーについては、エネルギー・アクセスやエ

ネルギー効率の向上がエネルギー安全保障上重要であ

ることを確認した。安倍総理は、世界最高レベルの高

効率火力発電技術や省エネ機器の普及を通じ、世界の

エネルギー効率向上と気候変動対策に貢献すると発言

した。また、流動性が高く、透明で競争的な市場の構

築は重要であり、特にＬＮＧについては、仕向地条項
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の緩和等により、こうした市場の構築を図ることが産

消双方の利益になると発言した。 

 

２．３．経済協力開発機構（ＯＥＣＤ） 

（１）沿革 

第二次大戦後の欧州各国の深刻な経済的混乱を救済す

べきとの米国マーシャル国務長官の提案を契機として、

1948年４月、欧州の 16か国でＯＥＥＣ（欧州経済協力機

構）が発足した。その後 1961 年９月に米国及びカナダが

加わり、世界的視野に立った国際機関としてのＯＥＣＤ

（経済協力開発機構）へ発展的に改組。我が国は 1964 年

に 21か国目として加盟。2015年現在、34か国が加盟。 

※ＯＥＣＤ加盟国：イギリス、ドイツ、フランス、イタリ

ア、オランダ、ベルギー、ルクセンブルク、フィンランド、

スウェーデン、オーストリア、デンマーク、スペイン、ポ

ルトガル、ギリシャ、アイルランド、チェコ、ハンガリー、

ポーランド、スロバキア、エストニア、スロベニア、日本、

米国、カナダ、メキシコ、オーストラリア、ニュージーラ

ンド、スイス、ノルウェー、アイスランド、トルコ、韓国、

チリ、イスラエル 

ＯＥＣＤの目的は、加盟国間の自由な意見交換及びピア

レビュー、統計の整備等を通じて、[a]経済成長、[b]貿易

自由化、[c]途上国支援、の３点に貢献すること（ＯＥＣ

Ｄの三大目的）である。理事会の下、政策分野毎の約 30

の委員会で議論が行われるとともに、閣僚理事会が年１回

開催される。サミット直前の開催が慣例であり、閣僚理事

会における経済成長、多角的貿易等についての議論はサミ

ットの議論に影響を与える。 

 

（２）閣僚理事会 

（ア）概要 

2015 年６月３日～４日、フランス・パリにおいてＯＥ

ＣＤ閣僚理事会が開催され、関経済産業大臣政務官が、中

山外務副大臣、佐藤農林水産大臣政務官他と共に出席した。

今次閣僚理事会のテーマは、「持続可能な成長と雇用のた

めの投資の解放」。経済金融危機の後、雇用や金融セクタ

ーの安定化といった危機の清算のための取組をもう一歩

進め、持続可能な成長と雇用を実現するための「投資」と

いう要素に正面から取り組んだ。 

 

（イ）主な論点 

(A) ＯＥＣＤ経済見通し 

公表された「ＯＥＣＤ経済見通し」（ＯＥＣＤ 

Economic Outlook）は、世界経済の弱さの一因として

投資低迷に注目し、経済成長のための投資の促進の重

要性について指摘がなされた。世界経済については、

過去の回復に比べて緩やかなものにとどまるとの見通

しを示した。また、日本の実質ＧＤＰ成長率について

は、消費税引上げ後の減速からの景気回復、石油価格

低下、実質賃金上昇に支えられ、2015年は 0.7％、2016

年は 1.4％に上昇と予測した。 

（B）低炭素経済への投資―資源節約、投資のグリーン

化 

（１）低炭素経済への移行のための政策の調和、（２）

気候資金、（３）気候変動適応と水・食料・エネルギー

の連関をそれぞれテーマとする少人数会合により議論

が行われ、その後、全体会合において、各グループの

議論が報告された。 

関経済産業大臣政務官からは、経済成長と環境の両

立の重要性について、特に、イノベーションこそが温

暖化対策の鍵であり、産業界の自主的取組促進、温室

効果ガス削減に資する革新的技術開発とその世界への

普及について述べた。 

(C) 貿易と投資 

各国からは、貿易円滑化協定（ＴＦＡ）の早期発効

及びＷＴＯドーハ・ラウンド交渉の妥結の重要性につ

いて言及がなされるとともに、グローバル・バリュー・

チェーン／付加価値貿易（ＧＶＣ／ＴｉＶＡ）、サービ

ス貿易制限指標（ＳＴＲＩ）の有用性や、投資・サー

ビスの自由化、デジタル経済拡大に伴うデータフロー

の保護等が重要である旨の指摘がなされた。 

 関経済産業大臣政務官からは、多角的貿易体制の維

持・強化に向け、ＷＴＯドーハ・ラウンドの年内妥結、

経済連携交渉やプルリ交渉の推進、新興国を中心に再

燃している保護主義の抑止が重要である旨述べた。 

 

３．世界貿易機関（ＷＴＯ）、経済連携協定(ＥＰＡ/ＦＴ

Ａ)、投資協定 

３．１．世界貿易機関（ＷＴＯ） 

（１）多角的自由貿易体制の要としての世界貿易機関 (Ｗ
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ＴＯ）  

1948 年に発足したＧＡＴＴの締約国は、過去８度にわ

たり多角的交渉を行い、自由かつ公正な貿易ルールの策定

を目指してきた。数次のラウンド交渉1を経て、次第に関

税削減が実現され、関税以外の貿易関連ルールも整備され

た。1993 年のウルグアイ・ラウンド妥結後は、ＧＡＴＴ

を発展的に改組してＷＴＯ（世界貿易機関）が設立された。 

ＷＴＯは、それまでＧＡＴＴが担ってきたラウンド交渉

を通じた物品貿易に係る関税及び非関税障壁の削減や予

見可能性を高めるための通商ルールの強化・充実に加え、

規律範囲を拡大し、新たにサービス貿易、知的所有権の貿

易的側面についても対象としている。また、紛争解決機能

を抜本的に強化し、ＧＡＴＴに比べて、その対象範囲が拡

大し実効性も向上している。 

2001年に開始されたドーハ・ラウンド交渉に関しては、

2011 年 12 月に行われた第８回ＷＴＯ閣僚会議（ＭＣ８）

において、交渉対象全分野2の一括合意が当面困難である

ことを認め、「新たなアプローチ」を見出す必要性を共有

し、進展が可能な分野で議論を進めることが合意された。 

その後の交渉を通じて、貿易円滑化、農業の一部、開発

が進展可能な分野であるとの共通認識が形成され、2013

年 12 月にインドネシア・バリで開催された第９回ＷＴＯ

閣僚会議（ＭＣ９）において精力的な交渉の結果、バリ・

パッケージとして合意された。2015年 12月にケニア・ナ

イロビで開催された第 10 回ＷＴＯ閣僚会議（ＭＣ10）に

おいては、農業の輸出競争、開発分野で合意を得るととも

に、ＩＴＡ拡大交渉の妥結をみた。また、閣僚宣言にドー

ハ・ラウンド交渉について先進国と途上国の双方の主張が

両論併記され、時代に即した新たな課題への取組を求める

国があることも明記された。 

ラウンド交渉以外でも、ＷＴＯにおいては、協定（ルー

ル）の実施に係る紛争解決手続が有効に機能しており、新

興国を含め、紛争解決手続の活用件数が増加している。ま

た、リーマン・ショックに端を発する世界的な経済危機以

降、一部の国では自国産業支援や雇用確保を名目とした措

置や鉱物資源の輸出規制といった保護主義的措置が導入

                                                   

 
11960年に開始された第５回交渉（ディロン・ラウンド）以降、

多角的交渉は「○○ラウンド」と呼ばれる。 
2第１図ドーハ・ラウンド一括受諾の交渉項目と主要論点参照 

されたが、我が国は、ＷＴＯの紛争解決手続を積極的に活

用し、こうした措置の是正を求めてきている。 

本節では、ドーハ・ラウンド交渉の状況、ＩＴＡ（情報

技術協定）拡大交渉、ＥＧＡ（環境物品）交渉、ＴｉＳＡ

（新たなサービス貿易協定）交渉、といったラウンド外の

複数国間（プルリ）交渉のほか、保護主義抑止に向けた取

組、ＷＴＯ協定の実施、紛争解決手続きを概観する。 

（ア）ドーハ・ラウンド交渉（多角的交渉の推進） 

2001 年にカタールのドーハで行われた第４回ＷＴＯ閣

僚会議において立ち上げが宣言されたドーハ開発アジェ

ンダ（以下「ドーハ・ラウンド」）（第１図）は、産品の貿

易自由化のみならず、サービス貿易、アンチ・ダンピング

などの貿易ルール、環境、途上国問題も含んでおり、グロ

ーバリゼーションやＩＴ化が進んだ新たな時代の要請に

対応した幅広い分野を扱っていることが特徴である（第２

図）。日本にとって本ラウンドの推進は、１.他の先進国及

び主要途上国の関税を削減する、２.我が国サービス産業

の海外市場への参入を容易にする、３.通商ルール強化に

より予見可能性を高め、通商紛争を予防する、４.加盟国・

地域の国内構造改革を推進するきっかけとなる、等の意義

がある。 

ラウンド交渉は、経済発展段階や利益・関心の異なる加

盟国・地域間での合意を目指すという、複雑かつ困難なも

のである。先のウルグアイ・ラウンドでは８年間の歳月を

かけ、一進一退を繰り返しつつ、関係者の粘り強い交渉に

より合意が達成された。ドーハ・ラウンドは、2008 年７

月の閣僚会合の決裂以後、先進国と新興途上国の対立によ

り交渉が停滞し、2011年 12月の第８回閣僚会議では、議

長総括における「政治ガイダンスの要素」として、ドーハ・

ラウンドについて、近い将来の一括受諾の見通しがないこ

とを認めつつも、「新たなアプローチ」を見出す必要性を

共有し、進展が可能な分野で、先行合意を含め議論を進め

ることが合意された。 

その後の交渉を通じて、貿易円滑化、農業の一部、開発

が進展可能な分野であるとの共通認識が形成され、2013 

年 12 月にインドネシア・バリで開催された第９回ＷＴＯ

閣僚会議（ＭＣ９）において精力的な交渉の結果、ＷＴＯ

設立後初のマルチ協定である貿易円滑化協定を含むバ

リ・パッケージが合意された。 
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第１図 ドーハ・ラウンド交渉の経緯 

資料：経済産業省作成 

 

第２図 ドーハ・ラウンド一括受諾の交渉項目と主要論点 

農業 
関税・国内補助金の削減、輸出補助

金の撤廃等 

ＮＡＭＡ 

（非農産品市

場アクセス） 

関税削減（スイス・フォーミュラ、分

野別関税撤廃）、非関税障壁の撤廃  

サービス 
外資規制の削減等の自由化、国内規

制の透明化等の規律強化  

ルール 
アンチ・ダンピングの規律強化、補

助金の規律強化  

貿易円滑化 
貿易手続の簡素化、迅速化、その実

施に伴う途上国支援 

開発 
途上国に対する特別な取扱い（Ｓ＆

Ｄ） 

ＴＲＩＰＳ 

（知的所有権） 

ワイン・スピリッツの地理的表示（Ｇ

Ｉ）多国間通報登録制度 

貿易と環境 
環境関連の物品・サービスに係る貿

易の自由化・円滑化 

資料：経済産業省作成 

 

（イ）第 10回閣僚会議 

その後、第 10 回ＷＴＯ閣僚会議（ＭＣ10）における成

果につき、加盟国で検討が進められたが、14 年間の長期

の交渉にも関わらず十分な成果を出せていないドーハ・ラ

ウンド交渉に代わる「新たなアプローチ」が必要であると

する先進国と交渉継続を主張する途上国の間での見解の

懸隔が明らかになった。また、グローバル・バリュー・チ

ェーン（ＧＶＣ）の深化やＩＴ技術など時代の変化に対応

するための新たな課題についても、米、ＥＵ、日本等の先

進国と新たな課題への取組に慎重な姿勢を示すインド、中

国等の途上国の間で意見は対立した。 

このような中、2015 年 12 月にケニア・ナイロビで 開

催された第 10 回ＷＴＯ閣僚会議（ＭＣ10）においては、

農業の輸出競争（輸出補助金撤廃、輸出信用の規 律強化

等）、開発分野で合意を得るとともに、ＩＴＡ拡大交渉の

妥結をみた（詳細後述）。ドーハ・ラウンドの今後の扱い

及び新たな課題への取組については、最終的に見解は一致

せず、閣僚宣言にドーハ・ラウンド交渉継続の可否に関し

て両論併記され、また時代に即した新たな課題への取組の

有無についても、同様に両論併記された。 

（ウ）ＩＴＡ（情報技術協定）拡大交渉 

(A)拡大交渉の背景 

ＩＴＡ（情報技術協定）は、ＩＴ製品 144 品目（Ｈ

Ｓ６桁ベース：附属書Ａ3掲載品目のみ）について、Ｉ

ＴＡ参加国の当該品目の譲許税率を撤廃する取決めで

ある。1996年 12月のシンガポールＷＴＯ閣僚会議の際

に日米 EU韓など 29か国で合意し、1997年に発効した。

それ以降、中国、インド、タイなど参加国数が拡大し、

2015 年３月末現在、78 か国・地域（ただしメキシコ、

ブラジル等中南米の主要国や南アフリカ等は未参加）

が協定に参加している。これらの国のＩＴＡ対象物品

の世界貿易総額に占める割合は 97％以上となっており、

ＩＴＡは世界貿易総額の約 15％（5.3兆ドル(2013年)）

の関税撤廃に貢献している。主な対象品目は、半導体、

コンピュータ、通信機器、半導体製造装置等である。 

現行協定の発効から 18年が経過し、その間の技術進

歩を受け、現行協定の品目リスト拡大と品目リストの

対象範囲の明確化に対する各国産業界からの期待が高

まっていた。 

ＩＴＡ拡大交渉は、具体的には、技術進歩により高

機能化、デジタル化している医療機器やデジタルビデ

オカメラ、高機能化・多機能化した新型集積回路等を

新たにＩＴＡの対象とする品目リストの拡大や、範囲

を巡って過去にＷＴＯの紛争解決手続に付託されたこ

ともある、ＩＴＡの対象等(現行協定の附属書Ｂから附

属書Ａへの移行を含む)の明確化を目的としている。 

                                                   

 
3ITA 対象品目のリストは、附属書Ａ（対象品目が HS によって

特定されている品目）と、附属書 B（関税分類にかかわらず対象

とされる品目リスト）で構成されている。 
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(B)拡大交渉立ち上げまでの経緯 

2011年３月に、日本、米国、韓国、台湾等、17か国

39 業界団体（その後、同年５月に 18 か国 41 団体）が

ＩＴＡ拡大を要請する共同声明を発表。これを受け、

ＩＴＡの主要参加国（日本、米国、中国、韓国、台湾

など）がほぼ全て参加するＡＰＥＣで、日本、米国が

連携してＷＴＯでのＩＴＡ拡大交渉に向けた機運の醸

成を開始した。具体的には、2011年 11月のＡＰＥＣホ

ノルル首脳会議で、「ＡＰＥＣエコノミーが品目及びメ

ンバーシップ拡大に向けた交渉開始にリーダーシップ

を発揮していく」旨に合意した。 

このＡＰＥＣ首脳宣言を受けて、日本、米国連携の

下、2012 年前半の交渉開始を目指して協定参加国間の

意見調整を行ってきた。他方で、交渉立ち上げの最終

局面まで、ＥＵが関税交渉と非関税障壁交渉をリンク

させてＩＴＡ拡大交渉を行うべきと強く主張し、ドー

ハ・ラウンドが停滞する中、産業界の期待に応え、Ｗ

ＴＯが迅速に結果を出すためには、関税交渉に集中す

べきと主張する日米等各国との間で協議が続いた。日

本、米国は、各国と連携してＥＵに対して働きかけを

行い、最終的には関税交渉と非関税障壁交渉を切り離

すことでＥＵも合意し、交渉立ち上げの道筋ができた。 

2012 年５月には、日本、米国等が共同で拡大交渉の

開始を呼びかけるコンセプトペーパーをＷＴＯに提出

し、５月 14日にジュネーブのＷＴＯ事務局で開催され

たＩＴＡ15 周年記念シンポジウムの翌日に開催された

ＩＴＡ委員会公式会合で、ＩＴＡ拡大及びそのための

作業を開始していくことに各国の強い支持があり、実

質的な交渉が開始された。 

(C)拡大交渉妥結までの経緯 

交渉立ち上げ以降、月に１回の頻度で交渉会合がジュネ

ーブで開催され「品目候補リスト」の作成が進み、2012

年秋からは、フィリピン、シンガポール、中国が参加し、

品目候補の絞り込みが始まったが、中国が多くの対象品目

の除外を主張したため、交渉はしばしば中断された。 

2014 年 11 月のＡＰＥＣ北京首脳会議の際に行われた米

中首脳会談における米中間の対象品目合意の後、2015 年

７月、交渉参加メンバーは拡大対象品目 201品目（新型半

導体、半導体製造装置、デジタル複合機・印刷機、デジタ

ルＡＶ機器、医療機器等）に合意し、同月、関税撤廃期間

や実施スケジュール等の合意に関する宣言文とともに、Ｗ

ＴＯ一般理事会で報告・公表された。 

2014年９月からは、我が国がＩＴＡ拡大交渉の議長

を務め、個別の対象品目の関税撤廃期間等に関する交

渉を行った。そして、2015年 12月、ケニア・ナイロビ

で開催された第 10回ＷＴＯ閣僚会議（ＭＣ10）におい

て、林経済産業大臣が議長を務め、対象品目の世界貿

易額の 90％以上をカバーする、53メンバー（ＥＵ加盟

国 28か国を含む）で交渉妥結に至った。 

201対象品目の全世界貿易額は年間 1.3兆ドルを上回

り、世界の貿易総額の約 10％に相当し、自動車関連製

品が世界貿易に占める割合 4.8％を大幅に上回る規模

である。日本からの 201 対象品目の対世界輸出額は約

９兆円と総輸出額約 73兆円の約 12％を占め、関税削減

額は約 1700 億円と試算される。（2014 年の貿易データ

を基に試算。） 

（エ）ＥＧＡ（環境物品協定）交渉 

(A)議論の背景 

2001年のドーハ閣僚宣言において、「環境関連物品及

びサービスに係る関税及び非関税障壁の撤廃及び削減」

に関する交渉の立ち上げと、貿易と環境に関する委員

会特別会合(ＣＴＥＳＳ)の設置が盛り込まれ、これを

受けて、ＣＴＥＳＳにおいて関税削減・撤廃の対象と

なる環境物品リストに関する議論が行われてきた。 

その後、ドーハ・ラウンド交渉が停滞する中で、Ａ

ＰＥＣに場を移して環境物品の関税削減・撤廃が議論

された。2011 年 11 月のＡＰＥＣホノルル首脳会議で、

2015 年末までに対象物品の実効関税率を５％以下に削

減する旨合意され、2012 年９月のＡＰＥＣウラジオス

トク首脳会議で、その対象品目として 54品目に合意し

た。 

(B)交渉立ち上げまでの経緯 

ＡＰＥＣにおいて環境物品 54品目の関税削減が合意

されたことも受け、2012年 11月より、ジュネーブにお

いて、環境物品の自由化推進国で形成する「環境フレ

ンズ」国（日本、米国、ＥＵ、韓国、台湾、シンガポ

ール、カナダ、豪州、ニュージーランド、スイス、ノ

ルウェー）で、ＷＴＯでの今後の環境物品自由化の交

渉の進め方についての議論が開始された。 

2013 年６月には、米国が「気候変動に関する大統領
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行動計画」を発表。その中で、ＡＰＥＣ環境物品リス

トを基に、ＷＴＯにおいて、太陽光、風力、水力、地

熱などクリーンエネルギー技術を含んだ環境物品の貿

易自由化に向けた交渉を立ち上げること、今後１年間

で当該品目の世界貿易シェアの 90％を占める国の参加

を目指すこと等に言及した。 

その後、2013年 10月のＡＰＥＣバリ首脳会議におい

て、ＡＰＥＣ環境物品リストを基にＷＴＯで議論を前

進させる機会を探求する旨合意したことも受け、ジュ

ネーブにおける議論が加速した。そして、2014 年１月

に、ダボスのＷＴＯ非公式閣僚会合の開催にあわせて、

米国が主導して、有志国 14 か国・地域（日本、米国、

EU、中国、韓国、台湾、香港、シンガポール、カナダ、

豪州、ニュージーランド、スイス、ノルウェー、コス

タリカ）が、ＷＴＯにおける環境物品交渉の立ち上げ

に向けた声明を発表した。 

2014年７月に、有志国 14か国・地域で環境物品交渉

を立ち上げ、ＡＰＥＣで合意した 54品目より幅広い品

目で関税撤廃を目指すことを確認した。 

(C)交渉の現状 

2014 年７月以降、２か月に１～２回のペースで交渉

会合がジュネーブで開催されている。2015年4月以降、

積み上げが行なわれた品目について、環境クレディビ

リティの観点から議論が行なわれ、対象品目の絞り込

み作業が進められた。 

2015 年 11 月の交渉会合では、同年 12 月のケニア・

ナイロビで開催された第 10回ＷＴＯ閣僚会議（ＭＣ１

０）での品目合意を目指し議論が行なわれたものの、

合意には至らなかった。交渉参加メンバーは、2015 年

１月からはイスラエルが、３月からはトルコ及びアイ

スランドが交渉に加わり、2016年３月末現在では 17か

国・地域が交渉に参加している。 

我が国としては、日本企業の競争力強化、地球環境

問題への貢献、交渉の場としてのＷＴＯの再活性化と

いう観点から、本交渉に、関係国と連携しつつ積極的

に取り組んでいく。 

（オ）ＴｉＳＡ（新たなサービス貿易協定）交渉 

1995 年のＧＡＴＳ発効から長期間が経過し、この間に

インターネットの普及をはじめとする技術革新の影響を

受け、サービスの提供・消費の態様が大きく変化してきて

いることを背景に、ＷＴＯにおいても状況変化に対応した

約束表の改訂や新たなルールの策定が求められてきた。し

かしながら、ドーハ・ラウンドが膠着し、急速な進展が見

込めない状況となり、各国はＦＴＡ/ＥＰＡの締結等を通

じてサービス貿易の自由化を推進してきた。 

こうした中、2011年 12月に開催された第８回ＷＴＯ閣

僚会議では、１.途上国が強く支持するドーハ開発アジェ

ンダは打ち切らない一方、２.一括妥結は当面実現不可能

であることを認め、部分合意、先行合意等の可能な成果を

積み上げる「新たなアプローチ」を試みることで一致した。 

これを受け、2012年初頭から、「新たなアプローチ」の

一環として、有志国・地域によるサービス貿易自由化を目

的とした新たな協定の策定に関する議論が開始された。

2012 年７月５日には、交渉のモメンタムの維持・拡大、

有志国・地域以外の国々に対する透明性の確保と議論への

参加の奨励を目的として、それまでの約半年間の議論で方

向性の一致したものを取りまとめたメディア・リリース

「サービス貿易交渉の進展」が公表された。日本を含む有

志国・地域は、自由化の約束方法、新たなルールなど、21

世紀にふさわしい新たなサービス貿易協定に向けた議論

を重ね、2013 年６月には、本格的な交渉段階に移ったこ

とを確認する共同発表を行い4、２か月に１回程度の頻度

で交渉を行ってきた。2016 年１月のＴｉＳＡ非公式閣僚

会合で、2016 年中の交渉妥結を目標として交渉を加速化

することで一致した。2016 年３月末現在のメンバーは、

51か国・地域（日本、米国、ＥＵ（28か国）、豪州、カナ

ダ、韓国、香港、台湾、パキスタン、イスラエル、トルコ、

メキシコ、チリ、コロンビア、ペルー、コスタリカ、パナ

マ、ニュージーランド、ノルウェー、スイス、アイスラン

ド、リヒテンシュタイン及びモーリシャス）である。 

（カ）保護主義の抑止 

世界経済危機以降、自国産業支援や雇用確保を目的とし

た保護主義的措置の導入を求める政治的圧力が各国で高

まった5。そうした国内の圧力を受けて保護主義的措置を

とる国があると、他国の追随や報復などの連鎖を招き、世

界全体に保護主義が蔓延し、世界貿易・経済に悪影響を及

                                                   

 
4
外務省 HP

（http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/release/press6_000387.html）参

照。 
5 『通商白書 2009』第２章第３節参照 

http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/release/press6_000387.html
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ぼすことが懸念された。そうした中で、多角的貿易体制を

体現するＷＴＯは保護主義を抑止し、自由貿易体制の維持

に重要な役割を果たしている。近年、世界経済の減速等を

受けて、保護主義的な動きが活発化しており、下記に述べ

るような保護主義監視、保護主義抑止のための政治的コミ

ットメントが重要となっている。 

2015 年 11 月に公表されたＧ20 諸国・貿易投資措置 に

関する報告書（第 14版）は、調査期間中にＧ20諸国が新

たに導入した貿易制限的措置数が前期同様高い水準にあ

るとして、Ｇ20 諸国が保護主義に対抗する努力を強化す

るよう訴えている。こうした報告書は、各国の貿易措置の

監視を強化し、保護主義的措置の拡散を防止する効果が期

待される。 

また、Ｇ７、Ｇ20 およびＡＰＥＣなどの国際会議の場

では保護主義抑止を求める国際的な高いレベルの政治宣

言がなされてきた。加盟国はＷＴＯ協定を遵守する義務を

負うが、政治合意により協定以上のコミットが表明される

という意義がある。2014 年６月のＧ７エルマウ・サミッ

ト、10 月の日中韓経済貿易大臣会合、11月のＡＰＥＣ閣

僚会合、Ｇ20アンタルヤ・サミット、12月の第 10回ＷＴ

Ｏ閣僚会議（ＭＣ10）の成果文書において、保護主義抑止

の必要性について再確認した。 

Ｇ７、Ｇ20 およびＡＰＥＣなどにおける保護主義抑止

の政治宣言については、保護主義抑止の実効性を高めるた

め、ＷＴＯ整合的であっても重大な保護主義的影響を及ぼ

す措置の最大限の自制に加えて、２つの大きな要素が存在

する。一つは、「スタンドスティル（現状維持）」のコミッ

トメントであり、新たな保護主義的措置を実施しないこと

を約束している。もう一つは、既に導入された保護主義的

措置を是正すること、即ち、「ロールバック」のコミット

メントである。2015年 11月にトルコ・アンタルヤで開催

されたＧ20アンタルヤ・サミットでは、2018年までの「ス

タンドスティル」約束及び「ロールバック」のコミットメ

ントを再確認した。6 

（キ）ＷＴＯ協定（ルール）の実施 

ＷＴＯ協定は、自由かつ公正な貿易ルールを策定すると

同時に、加盟国・地域間に通商摩擦・紛争が生じた際に、

                                                   

 
6 2014年のＧ20 ブリスベン・サミットでも、2013年のＧ20サ

ンクトペテルブルグ・サミットにおけるスタンドスティル及びロ

ールバックのコミットメントが再確認された。 

ルールの解釈・適用を通じてその解決を図る紛争解決手続

に係る規律を備えている。ＷＴＯ協定上の手続は、問題と

なっている措置の是正勧告のみならず、勧告が履行されな

い場合に対抗措置を発動するための手続を備えているこ

とから、他の国際紛争処理手続と比較して実効性は高い。

ＷＴＯ協定に違反する諸外国・地域の法令や措置の是正を

求めることは、我が国の不利益を解消するのみならず、協

定の実効性を担保するためにも重要である。また、通商摩

擦をいたずらに政治問題化させないためにも、ＷＴＯ協定

が規定する権利・義務に基づいて主張・対処することが必

要である。 

こうした方針のもと、我が国は二国間交渉のほかＷＴＯ

の紛争解決手続の活用により、ＷＴＯ協定に違反する各国

の政策・措置についてその是正を要求している。ＷＴＯで

は、紛争解決手続が大幅に強化された結果、ＧＡＴＴ時代

と比べ紛争解決のための通商ルールを加盟国が積極的に

活用しており、紛争解決手続に基づく協議要請件数が著し

く増加している。1995 年のＷＴＯ発足以来、ＷＴＯの紛

争解決手続が用いられた案件は 504 件（2016 年３月末現

在）に上っている。こうした中、我が国が当事国として協

議を要請した案件は 21 件あり、係争中の３件を除く 18

件のうち、16 件は我が国の主張に沿った解決がなされて

いる（2016年３月末現在）。また、我が国は、第三国とし

ても多くの案件に参加（第三国参加）し、重要な論点に関

して我が国の立場を述べている。 

（ク）紛争解決手続に付託して解決を図っている事案 

我が国は、ＷＴＯ協定に違反する外国政府の政策・措置

について、二国間交渉やＷＴＯ紛争解決手続等、あらゆる

機会を通じてその是正を図っている。我が国が当事国とし

てＷＴＯ紛争解決手続に付託し、解決を図っている最近の

事例は以下のとおりである。 

(A)中国の日本製ステンレス継目無鋼管に対するＡＤ（ア

ンチ・ダンピング）措置 

2011 年９月、中国政府は中国国内企業からの申請を

受けて、日本、ＥＵからの高性能ステンレス継目無鋼

管の輸入に対するＡＤ調査を開始した。2012 年 11 月、

中国政府は、当該産品の輸入について、ダンピングの

事実、国内産業の損害及びこれらの因果関係があると

してＡＤ税を賦課する最終決定を行った。 

本措置は、最終決定の公告における事実の記載が不

第

 
Ⅲ
 

部 
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十分であるなど調査手続に瑕疵があると考えられるほ

か、ダンピングによる国内産業への損害の認定等にお

いても瑕疵があると考えられ、ＡＤ協定に違反する可

能性があったため、我が国は、2011年秋、2012年春及

び秋のＷＴＯ・ＡＤ委員会において、日本から輸出さ

れる当該製品のほとんど全ては、超々臨界圧の石炭火

力発電所のボイラ等に使用される高付加価値製品であ

り、中国製品とは競合しないため、中国国内産業に損

害を与えないと指摘するとともに、当該日本製品の中

国国内ユーザー側の意見も踏まえて適切な決定がなさ

れることを強く要望する旨伝えた。 

その後も中国政府に対し、日本製品の調査対象から

の除外を求めて働きかけを行うなど対話による解決を

図ってきたが、解決に至らなかったため、2012年12月、

我が国は、中国に対してＷＴＯ協定に基づく二国間協

議要請を行い、2013 年１月に協議を実施した（ＥＵが

第三国参加）。協議結果を踏まえ、４月にパネル設置を

要請し、５月にパネルが設置された。また、2013 年６

月にはＥＵが本件についてＷＴＯ協議要請を行い、同

年８月にパネル設置を要請し、同月、パネルが設置さ

れた。2015 年２月、中国のＡＤ協定違反を認めるパネ

ル報告書が配布されたが、一部の論点について我が国

の主張が認められなかったため、2015 年５月、我が国

はこれらの一部論点について上訴を行った。同年 10月、

我が国の主張を全面的に認め、中国の措置のＷＴＯ協

定違反を認める上級委報告書が公表された。2016 年８

月、中国は当該報告書に従い、我が国に対する課税措

置を撤廃した旨を公表した。 

(B)ウクライナの自動車セーフガード措置 

2011 年７月、ウクライナ経済発展・貿易省は、2008

年から 2010年を調査対象期間とした輸入乗用車（排気

量 1000cc～1500cc 及び 1500cc～2200cc の乗用車）に

対するセーフガード調査を開始した。しかし、調査対

象期間中のウクライナの乗用車輸入台数は大幅な減少

傾向を示している等、多くの点でＷＴＯ協定の措置発

動要件を満たすかについて強い疑義があったため、我

が国は、ＷＴＯセーフガード委員会において懸念を表

明するとともに、調査手続における公聴会への参加や、

二国間協議の実施、ウクライナ経済発展・貿易大臣宛

書簡の発出等を通じて懸念を表明しつつ、本措置の発

動を控えるよう要請を行った。 

しかしながら、2013 年３月、ウクライナ政府は「公

告日（同月 14日）の 30日後から３年間、排気量 1000cc

～1500ccの輸入乗用車に対して 6.46％、排気量 1500cc

～2200ccの輸入乗用車に対して 12.95％ の追加関税を

課す」旨のセーフガード発動決定を公表し、2013 年４

月に課税が開始された。これを受け、我が国は、閣僚

レベルでの申し入れをはじめ、二国間及びＷＴＯの関

連委員会において、措置撤回に向けての累次にわたる

働きかけを行ったが、状況が改善されなかったため、

同年 10月、ＷＴＯ協定に基づく二国間協議を要請した。

同年 11 月及び 2014 年１月にウクライナとの協議を実

施したが、満足のいく解決策が得られなかったことか

ら、同年２月、パネル設置要請を行い、同年３月にパ

ネルが設置された。2015 年６月に、ウクライナのセー

フガード措置は、ＷＴＯ協定に整合しないと判断した

パネル報告書が公表された。ウクライナは、当該報告

書に従い、2015 年９月に乗用車に対するセーフガード

措置を廃止した。 

 (C)アルゼンチンの非自動輸入ライセンス制度の導入・拡

大 

アルゼンチン政府は、2008年 11月、金属製品（エレ

ベータなど）について輸入事業者・輸出事業者・輸入

物品の価格、数量などの情報を添えた申請を義務づけ

る非自動輸入ライセンス制度を導入した。その後、同

制度の対象品目を拡大し、対象品目は約 600 品目に達

し、加えて、輸入事業者に対する輸出入均衡要求（例

えば、１ドルの輸入を行う条件として、１ドルの輸出

を求める措置）を実施した。さらに、2012年２月には、

追加的な輸入許可制度として事前宣誓供述制度を導入

し、輸入者はあらゆる輸入品について事前に歳入庁に

申請を行うことが必要となった。なお、2013 年１月に

は、非自動輸入ライセンス制度が撤廃されたが、その

他の措置（事前輸入宣誓供述制度、輸出入均衡要求な

ど）は存続した。 

これらの輸入制限的措置は、ＧＡＴＴ 第 11条の「数

量制限の一般的廃止」に抵触する可能性があったため、

我が国は、産業界による改善要望も踏まえ、2012 年８

月、米国及びメキシコとともに二国間協議を要請し、

同年９月に協議を実施したが、満足のいく解決を得ら
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れなかったことから、2012年 12月、米国・ＥＵととも

にパネル設置要請を行い、2013 年 1 月にパネルが設置

された。2014 年８月、日本、米国、ＥＵの主張を全面

的に認めるパネル報告書が発出され、これに対して同

年９月にアルゼンチンが上訴を行い、同年 10月には日

本、ＥＵが反上訴した。2015 年１月、上級委員会最終

報告書が発出され、アルゼンチンの輸入制限措置につ

いて、ＧＡＴＴに違反するとした。我が国は、アルゼ

ンチンが本パネル及び上級委員会の判断に従い、早期

に本輸入制限的措置を是正するよう強く求めている。 

(D)ブラジルの内外差別的な税制恩典措置について 

ブラジルは、2011 年９月、自動車に対する工業品税

（工業品に課される付加価値税）の税率を 30％引き上

げるとともに、2012年 10月より、自動車メーカーに対

して、ブラジル国内での一定の製造工程の実施、ブラ

ジル国内での研究開発等への投資などの要件を満たし

た場合、自動車の製造に使用されたローカルコンテン

トの比率等に応じて、工業品税の減税を認める政策（イ

ノバール・アウト）を実施した。また、情報通信機器

分野においても、ブラジル国内での生産・投資やロー

カルコンテントの使用等に関連付けた税制恩典措置を

行った。 

これらの措置は、税の免除という利益を受ける上で

輸入品を不利に扱っており、ローカルコンテントの利

用を奨励している点でＧＡＴＴ第３条及びＴＲＩＭｓ

第２条、補助金協定第３．１条(b)号等に抵触する可能

性があることから、2015 年７月に、ブラジルに対して

二国間協議要請を行った。同年９月にブラジルとの協

議を実施したが、満足のいく解決策が得られなかった

ことからパネル設置要請を行い、同月、パネルが設置

され、現在、パネル審理中である。 

 

３．２．経済連携協定､投資協定 

(1)経済連携協定(ＥＰＡ／ＦＴＡ)) 

ＥＰＡ (経済連携協定)/ ＦＴＡ(自由貿易協定）とは、

物品関税の削減・撤廃、サービス貿易の自由化、投資環境

の整備、ビジネス環境の向上に関する協議の場の設置等を

規定し、幅広い経済関係の強化を目的とする 2国間又は多

国間の国際協定をいう。 

経済連携の推進は、国内に立地する輸出企業にとっては、

関税削減等を通じた輸出競争力の維持又は強化の面で意

義があり、他方で、外国に投資財産を有する企業やサービ

スを提供する企業にとっては、海外で事業を展開しやすい

環境が整備されるという点で意義がある。 

1990 年代以降､国際経済環境や各国の開発戦略の変化

により地域統合の動きが加速し､ＥＰＡ／ＦＴＡの締結数

が年々増加してきている｡その背景としては､①欧米諸国

が経済的関係の深い近隣諸国との間で貿易･投資の自由

化･円滑化等による経済連携を図る動きを活発化させたこ

と(例:米国がＮＡＦＴＡ (1994 年発効)､ＥＣ(1993 年に

EU へ発展)が単一市場の構築への取組を加速させる等)､

②ＮＩＥｓやＡＳＥＡＮがいち早く経済開放を推し進め

ることにより高成長を果たす中、チリ・メキシコ・ペルー

等の新興国が貿易・投資の自由化や市場メカニズムの導入

へと経済政策を転換させ､その中でＥＰＡ／ＦＴＡを活用

する戦略を採ったこと､さらに､③2000 年代後半以降､WTO

ドーハ・ラウンド交渉が停滞する中､世界の主要国が貿易･

投資の拡大のために積極的にＥＰＡ／ＦＴＡを結ぶよう

になったこと等が挙げられる｡ＧＡＴＴ第 24 条等に基づ

く地域貿易協定(ＲＴＡ)の通報件数は､1990 年には 27 

件に満たなかったが､2016 年２月１日時点で 625 件まで

増加している｡ 

以下､2015年度までの取組について説明する｡ 

（ア）アジア太平洋地域の経済統合と世界のＦＴＡ動向 

アジア太平洋地域では､ＡＰＥＣ参加国・地域の間で、

アジア太平洋自由貿易圏(ＦＴＡＡＰ）の実現が目指され

ており､そのための道筋として､環太平洋パートナーシッ

プ（ＴＰＰ）、東アジア地域包括的経済連携（ＲＣＥＰ）、

日中韓ＦＴＡ等の広域経済連携の取組が同時に進行して

いる。 

2013 年３月には日中韓ＦＴＡ､2013 年５月にはＲＣＥ

Ｐについてそれぞれ交渉が開始され､米国とＥＵとの間で
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も 2013 年７月にＴＴＩＰ協定交渉が開始した｡2016 年

３月現在､北米､欧州､アジア太平洋の各地域をつなぐ様々

な経済連携の取組が同時並行で進行している｡これらの取

組が相互に刺激し合うことで高い相乗効果を生み､先進国

間でも高いレベルのＥＰＡ／ＦＴＡの締結が進むことで

世界全体の貿易投資に関するルール作りが進むことが期

待されている｡ 

（イ）我が国の経済連携取組状況 

(A)ＴＰＰ（2016年 2月 4日署名） 

日本は、2013 年７月にマレーシアで行われた交渉会

合から正式にＴＰＰに参加した｡2015 年度には､7 月に

ハワイで閣僚会合が開催され､９月から 10 月にかけて

開催されたアトランタでの閣僚会合の末､10 月５日に

大筋合意に至った｡その後 2016 年２月４日にオークラ

ンドで署名に至った。 

本協定により、我が国以外の 11か国全体での工業製

品関税の即時撤廃率は 86.9％（品目数ベース）、76.6％

（貿易額ベース）、関税撤廃率は 99.9％(品目数ベース、

貿易額ベース）に及ぶ。7 また、ＴＰＰは、関税以外の

分野でも、原産地規則の完全累積制度の採用、コンビ

ニエンス・ストア等小売業への外資規制の緩和、ＩＳ

ＤＳ (投資家と国との間の紛争解決)手続の導入や､通

関手続の円滑化､模倣品･海賊版対策の強化、ビジネス

関係者の一時的な入国、電子商取引、国有企業、政府

調達、中小企業に関する規定の導入など、幅広い分野

で新たなルールを構築するものであり、成長著しいア

ジア太平洋地域全体に大きなバリュー・チェーンを作

り出すことができるものと期待される。 

(B)日ＥＵ・ＥＰＡ(交渉中) 

アジア太平洋地域以外の主要国・地域との取組とし

て､ＥＵとのＥＰＡ交渉が挙げられる｡我が国とＥＵは､

世界人口の１割､貿易額の３割､ＧＤＰの３割を占める

重要な経済的パートナーであり､日ＥＵ・ＥＰＡは､日

本・EU間の貿易投資を拡大し､我が国の経済成長をもた

らすとともに、世界の貿易・投資のルール作りの先頭

役を果たすものといえる。 

2013年４月の交渉開始以降､2016年３月までに 15回の

交渉会合が開催されている｡2015 年５月の日ＥＵ定期

                                                   

 
7 2010年における各国からの輸入額に基づき計算。 

首脳協議においては、スピードと質の両方を重視しつ

つ、交渉を更に加速させていくことで一致した｡また同

年 11 月に行われた日ＥＵ首脳会談においては､両首脳

間で､双方の首席交渉官に交渉を加速化し、来年のでき

る限り早い時期に実現するよう指示することにて合意

した｡ 

2016 年２月 29 日～３月４日に行われた第 15 回交渉

会合では､物品貿易、サービス貿易、知的財産権、非関

税措置、政府調達、投資等の各分野について、有益な

議論が行われた。引き続き、2016 年中の大筋合意を目

指し、交渉を更に加速していく。 

(C)東アジア地域包括的経済連携 (ＲＣＥＰ：Regional 

Comprehensive Economic Partnership)(交渉中) 

ＲＣＥＰは､世界全体の人口の約半分､ＧＤＰの約 3

割を占める広域経済圏を創設するものであり､最終的

にはＦＴＡＡＰの実現に寄与する重要な地域的取り組

みの一つである。 

東アジア地域では、既に高度なサプライチェーンが構

築されているが、この地域内におけるさらなる貿易・

投資の自由化は、地域経済統合の深化に重要な役割を

果たす。 

この地域全体を覆う広域ＥＰＡが実現すれば、企業

は最適な生産配分・立地戦略を実現した生産ネットワ

ークを構築することが可能となり、東アジア地域にお

ける産業の国際競争力の強化につながることが期待さ

れる。また、ルールの統一化や手続の簡素化によって

を活用する企業の負担軽減が図られる。 

2013 年５月にブルネイで第１回交渉会合が開催され

て以降､2016 年３月までに 11回の交渉会合と４回の閣

僚会合(中間会合含む)が開催されている｡現在、貿易交

渉委員会（Trade Negotiating Committee）に加え、物

品貿易、サービス貿易、投資、知的財産、競争、経済

技術協力、法的制度的事項､貿易の技術的障害 (ＳＴＲ

ＡＣＡＰ)､衛生植物検疫措置 (ＳＰＳ)､原産地規則､

貿易円滑化･税関手続といった幅広い分野について交

渉が行われている。東アジアの成長を取り込み、我が

国産業の国際展開を後押しするものとなるべく、引き

続き包括的で高いレベルの協定を目指し交渉を進めて

いく。 

(D)日中韓ＦＴＡ（交渉中） 
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日中韓３か国は、世界における主要な経済プレイヤー

であり、３か国のＧＤＰ及び貿易額は､世界全体のＧＤ

Ｐ及び貿易額の約２割を占める｡日中韓ＦＴＡは３か

国間の貿易･投資を促進するのみならず､ＦＴＡＡＰ

（アジア太平洋自由貿易圏）の実現にも寄与する重要

な地域的取組の一つである。 

2013年３月に交渉を開始して以降､2016年３月までに

計９回の首席代表による交渉会合を実施し､物品貿易､

原産地規則､税関手続､貿易救済､物品ルール、サービス

貿易、投資、競争、知的財産､衛生植物検疫 (ＳＰＳ)､

貿易の技術的障害 (ＴＢＴ)､法的事項､電子商取引､環

境､協力等の広範な分野について議論を行っている。 

また、2015年 10月の日中韓経済貿易大臣会合及び同

年 11月の日中韓サミットでは、包括的かつ高いレベル

の協定の実現を目指し交渉を加速化していくことが確

認された。 

(E)日・ＡＳＥＡＮ包括的経済連携（ＡＪＣＥＰ）協定

（サービス・投資章実質合意) 

ＡＳＥＡＮ全加盟国とのＥＰＡである日･ＡＳＥＡ

Ｎ包括的経済連携(ＡＪＣＥＰ)は､2004 年 11 月の首脳

間での合意に基づき 2005 年４月より交渉を開始し､

2008 年４月 14 日に各国持ち回りでの署名を完了し､加

盟国との間で順次発効している｡2010 年 10 月より交渉

が行われていたＡＪＣＥＰのサービス貿易章・投資章

については３年にわたる交渉を経てルール部分につい

て実質合意に至り､2013 年 12 月の日ＡＳＥＡＮ特別首

脳会議において同成果は各国首脳に歓迎された｡今後

も引き続き残された技術的論点等の調整を行ってい

く｡ 

(F)日ＧＣＣ・ＦＴＡ（交渉延期） 

バーレーン、クウェート、オマーン、カタール、サ

ウジアラビア、アラブ首長国連邦からなるＧＣＣ(湾岸

協力理事会)諸国とのＦＴＡについては､2006年９月に

交渉が開始され､2009年３月までに２回の正式会合と

４回の中間会合が実施された｡しかし 2009年７月に､Ｇ

ＣＣ側の要請により交渉が延期されており､我が国は

交渉再開に向けて働きかけを行っている｡ 

この地域は､我が国の原油輸入量全体の約 77％(2014

年)を占め､また我が国からの総輸出額 2.6 兆円に達す

る(2014 年)｡さらに､人口増加に伴う大規模なインフラ

整備の需要があり､各国による､官民一体となった売り

込みが積極的に展開されている｡貿易･投資拡大及び我

が国のエネルギー安全保障の観点に加えて､同諸国と

の間で経済関係を含めた友好的な関係を形成･維持す

ることが重要である｡ 

 (G)日・モンゴルＥＰＡ（2015年２月 10日署名） 

2012 年３月の日モンゴル首脳会談において交渉を開

始することで一致した日・モンゴルＥＰＡ交渉は､2014

年７月の日モンゴル首脳会談において大筋合意が確認

された。また、2015 年２月の日モンゴル首脳会談にお

いて、両国首脳間で協定への署名が行われた。 

 本協定により、我が国からモンゴルへの輸出におけ

る無税品目の割合が､現状､輸出額の１％未満から発効

後 10 年間で約 96％まで拡大し､モンゴル市場へのアク

セスが格段に改善する。特に、自動車については、主

力の 4,500cc 以下の完成車（製造後０～３年）が発効

後直ちに無税となる。関税以外の分野でも、特に、投

資分野においては、民間企業のモンゴルの資源・エネ

ルギー分野への参入に際して、投資許可段階からの内

国民待遇・最恵国待遇が付与されるほか､ＩＳＤＳ条項

(投資家と国家間の紛争解決）の適用が盛り込まれるな

ど、日本側から見たモンゴル側の投資環境が大きく改

善する。豊富な天然資源に恵まれるモンゴルと我が国

の関係は極めて緊密かつ重要であり、本協定は、今後

の両国間の貿易・投資を促進するための重要な枠組み

である。 

また、日・モンゴルＥＰＡはモンゴルにとって初め

てのＥＰＡ／ＦＴＡとなる。両国は、2010年 11月の日・

モンゴル共同声明に掲げる「戦略的パートナーシップ」

について、2013 年３月の首脳会談時には①政治・安全

保障分野、②経済分野、③文化・人的交流分野を中心

に発展させていくことで一致しており、本協定の締結

はその強化に大きく寄与するものである。 

（H）日・カナダＥＰＡ（交渉中） 

日カナダＥＰＡ交渉については、2011 年３月から

2012 年１月までに４回の共同研究が開催され、共同研

究報告書が作成された。共同研究の報告書を受け、2012

年３月の日カナダ首脳会談において、両国の実質的な

経済的利益に道を開く二国間ＥＰＡの交渉を開始する

ことで一致した。第１回交渉会合は 2012 年 11 月に行
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われ、最近では 2014 年 11 月に第７回交渉会合が開催

された。 

 (I)日・コロンビアＥＰＡ（交渉中） 

コロンビアは、高い成長率（今後５年間で平均４％

強）が見込まれる人口約 4,700 万人の市場であり、Ｅ

ＰＡを通じた貿易・投資環境の改善により輸出入拡大

が期待される。コロンビア政府は経済の自由開放政策

を掲げるなか、発効済みの中南米諸国、米国、カナダ、

ＥＵとのＦＴＡに加え、韓国とのＦＴＡに署名済みで

ある。 

 2011 年９月の日コロンビア首脳会談において、日・

コロンビアＥＰＡの共同研究の立ち上げが合意された

ことを受けて共同研究が開始され、2012 年７月にあり

得べきＥＰＡは両国に多大な利益をもたらすことに資

するとの報告書がとりまとめられた。同報告書を踏ま

え 2012 年 9 月に行われた日コロンビア首脳会談にて､

両国はＥＰＡ交渉を開催することで一致し、2012年 12

月に第１回交渉が開催された。 

 その後、2014 年７月に行われた日コロンビア首脳会

談において、両首脳は、できる限り早期の合意を目指

し交渉を加速化することを確認した。最近では 2015年

９月に第 13 回会合が開催された。、物品貿易、政府調

達、原産地規則、知的財産、電子商取引等の幅広い分

野について議論が行われ進展が見られた。 

 (J) 日・トルコＥＰＡ（交渉中） 

トルコは高い成長率（今後５年で平均５％強）が見

込まれる人口 7,700万人の魅力的な市場を持つ。貿易・

投資環境の改善による輸出入拡大が期待され、我が国

企業の関心は高い。日・トルコ間の投資・ビジネス環

境の改善や、発効済の韓国・トルコＦＴＡ（物品協定）

に劣後しない貿易の自由化や規律の策定を目指してい

る。 

日・トルコＥＰＡによって、欧州企業や韓国企業と

いった競合相手との競争条件の平等化を早急に図るこ

とを通じ、トルコへの日本企業の輸出を後押しすると

ともに、周辺国への輸出・新規参入を狙うハブとして

の競争力を高めるべくトルコの投資環境関連制度の改

善を図ることを目指す。 

(K)日・韓ＥＰＡ（交渉中断中） 

 韓国とのＥＰＡ交渉は 2003年 12月の交渉開始後、

2004年11月の第６回交渉会合を最後に中断しているが、

2008年の日韓首脳会談を受け、交渉再開に向けた実務

協議が開催されてきた。2011 年 10月に行われた日韓

首脳会談では、交渉再開に必要な実務的作業の本格的

実施につき一致し、課長級実務協議が行われるなど、

引き続き交渉再開に向けた調整が進められている。 

 

（２）投資協定 

投資協定とは、投資先国での自国投資家及びその財産の

保護や締約国間の投資自由化等を約束する国家間の条約

である。海外に投資した投資家やその投資財産の保護、規

制の透明性向上等により、投資を促進するための内容を規

定している。 

我が国は、これまでアジア諸国を中心に 41 件の投資関

連協定(投資協定及び投資章を含む経済連携協定)に署名

し､うち 35 件が発効している(2016 年３月現在)｡ 

一方で､世界の投資関連協定数は大きく増加しており､

ＵＮＣＴＡＤ (国連貿易開発会議)の調べでは､2015 年時

点で 3,304 件に達している｡中でも､欧州諸国や中国等は

既に 100 件前後の投資協定を締結しており､我が国も更な

る取組の推進が必要である｡今後は､資源国や新興経済国

を中心に､実際のニーズに基づいて交渉相手国の優先順位

を付け､迅速かつ柔軟に投資協定の締結を進めることが求

められている｡ 

 

 

我が国の投資関連協定締結状況 

締結相手国（地域

を含む） 
署名 発効 

エジプト 1977年 1月 28日 1978年１月 14日 

スリランカ 1982年 3月 1日 1982年 8月 7日 

中国 1988年 8月 2日 1989年 5月 14日 

トルコ 1992年 2月 12日 1993年 3月 12日 

香港 1997年 5月 15日 1997年 6月 18日 

パキスタン 1998年 3月 10日 2002年 5月 29日 

バングラデシュ 1998年 11月 10日 1999年 8月 25日 

ロシア 1998年 11月 13日 2000年 5月 27日 

モンゴル 2001年 2月 15日 2002年 3月 24日 

シンガポール（経 2002年 1月 13日 2002年 11月 30日 
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済連携協定） 

韓国 2002年 3月 22日 2003年 1月 1日 

ベトナム 2003年 11月 14日 2004年 12月 19日 

メキシコ（経済連

携協定） 
2004年 9月 14日 2005年 9月 17日 

マレーシア（経済

連携協定） 
2005年 12月 13日 2006年 7月 13日 

フィリピン（経済

連携協定） 
2006年 9月 9日 2008年 12月 11日 

チリ（経済連携協

定） 
2007年 3月 27日 2007年 9月 3日 

タイ（経済連携協

定） 
2007年 4月 3日 2007年 11月 1日 

カンボジア 2007年 6月 14日 2008年 7月 31日 

ブルネイ（経済連

携協定） 
2007年 6月 18日 2008年 7月 31日 

インドネシア（経

済連携協定） 
2007年 8月 20日 2008年 7月 1日 

ラオス 2008年 1月 16日 2008年 8月 3日 

ウズベキスタン 2008年 8月 15日 2009年 9月 24日 

ペルー 2008年 11月 21日 2009年 12月 10日 

ベトナム（経済連

携協定）※1 
2008年 12月 25日 2009年 10月 1日 

スイス（経済連携

協定） 
2009年 2月 19日 2009年 9月 1日 

インド（経済連携

協定） 
2011年 2月 16日 2011年 8月 1日 

ペルー（経済連携

協定）※2 
2011年 5月 31日 2012年 3月 1日 

パプアニューギ

ニア 
2011年 4月 26日 2014年 1月 17日 

コロンビア 2011年 9月 12日 2015年 9月 11日 

クウェート 2012年 3月 22日 2014年 1月 24日 

日本・中国・韓国 2012年 5月 13日 2014年 5月 17日 

イラク 2012年 6月 7日 2014年 2月 25日 

サウジアラビア 2013年 4月 30日 未定 

モザンビーク 2013年 6月 1日 2014年 8月 29日 

ミャンマー 2013年 12月 15日 2014年 8月 7日 

豪州 2014年 7月 8日 2015年 1月 15日 

カザフスタン 2014年 10月 23日 2015年 10月 25日 

ウルグアイ 2015年 1月 26日 未定 

ウクライナ 2015年 2月 5日 2015年 11月 26日 

モンゴル（経済連

携協定） 
2015年 2月 10日 未定 

オマーン 2015年 6月 19日 未定 

ＴＰＰ（経済連携

協定） 
2016年 2月 4日 未定 

イラン 2016年 2月 5日 未定 

 

 

備考１：2004年 12月 19日に発効した日ベトナム投資協

定の内容が組み込まれている。 

備考２：2009年 12月 10日に発効した日ペルー投資協定

の内容が組み込まれている 

備考 3:この他､台湾とは民間窓口機関の取決めが 2011年 9

月 22日に署名されており､2012年 1月 20日に手

続が完了している｡ 

備考 4:2016年３月末時点｡ 

 

４．新興国戦略 

（１）概要 

我が国の市場が世界市場の中で相対的に小さくなる中、

新興国展開の重要性はますます高まっている。新興国の需

要の獲得は、我が国企業が世界で拡大する需要を捕捉して

我が国に富を還流するため、また、我が国からの製品輸

出・部素材調達を促進する基盤づくりのために必要である。 

新興国の成長を最大限に取り込んでいくためには、それぞ

れの新興国の状況を理解した上で、戦略的取組を進めてい

く必要がある。 

そこで、各地域の事情を踏まえて、新興国を次の３グル

ープに分類し、１.政策対話や技術実証による相手国での

制度構築支援、２.ロビイング活動の強化による規制・制

度環境の整備、３.ミッション派遣・招聘や商談会及びテ

ストマーケティング等による商機拡大、４.安全対策セミ

ナーを通じた我が国企業の進出環境整備といった取組を

継続している。 

 

（２）新興国市場の３類型 

（ア）中国・ＡＳＥＡＮ：フル進出 

第１グループは、「中国・ＡＳＥＡＮ」である。同地域

は、特にＡＳＥＡＮにおける中間層・富裕層の増加に伴い、

生産拠点としてだけでなく、消費市場としての魅力が増加



226 

している。ただし近年、海外の競合企業との競争が激化し

ている。 

今後は、サプライチェーンの高度化等を通じて「更に深

く」、「更に幅広い」産業の進出により需要を取り込む、

『フル進出』を目指す。 

（イ）南西アジア、中東、ロシア・ＣＩＳ、中南米：クリ

ティカル・マス到達 

第２グループは、「南西アジア、中東、ロシア・ＣＩＳ、

中南米」である。同地域は、富裕層・中間層も育ち、市場

規模も大きく、成長率も高いが、我が国企業の進出は相対

的に遅れていることから、逆転を目指さなければならない

市場といえる。 

これらの市場では、戦略的に『クリティカル・マス到達』

を目指す有望分野に絞って、集中的に取り組んでいく。 

（ウ）アフリカ：成功事例の創出 

第３グループは、「アフリカ」である。同地域は、2030

年頃にかけて、大幅な人口増が起こり、かつ市場も大規模

に拡大するであろうとの期待も高いが、我が国企業の進出

拠点数が 657（世界全体の進出日本企業拠点数の１％程度）

とかなり限定的である。 

今後は、我が国企業が安心して投資できる環境整備を通

じて、1 つでも多くの『成功事例』を創出するとともに、

資源・インフラ関連の個別プロジェクトの実現を目指す。 

 

図 制度環境の整備 

５．二国間関係 

５．１．アジア大洋州各国関係 

（１）日本・中国関係 

2006年 10月に日中双方で発表した「日本・中国共同プ

レス発表」には、「共通の戦略的利益に立脚した互恵関係」

（戦略的互恵関係）を構築するため努力していくことが盛

り込まれ、その後、戦略的互恵関係構築のための様々な取

組が進められた。 

しかしながら、2012 年９月の日本政府による尖閣諸島

の取得・保有後、中国各地で反日デモが発生し、中国国内

での日本製品の販売にも影響が出るなど、日本、中国経済

関係も大きな影響を受けた。2012 年９月以降、経済産業

分野では、首脳級、経済関係の閣僚・次官級での二国間対

話・交流が滞っていたが、2014年 11月ＡＰＥＣ首脳会合

における日中首脳会談に先立ち、同月ＡＰＥＣ閣僚会合に

おいて、宮沢経済産業大臣は高虎城・商務部長及び苗圩・

工業信息化部長と会談し、双方の対話と協力を深めていく

ことが重要であるとの認識で一致した。2015 年には、７

月に北京で開催された対日投資シンポジウムや、同年 12

月に東京で開催された日中省エネルギー環境総合フォー

ラムの機会に、高木経済産業副大臣と高燕・商務部副部長

が会談し、経済面での日中協力の重要性につき一致した。

首脳レベルでは、2015 年４月の習近平国家主席との日中

首脳会談（ジャカルタ）、同 11月の李克強総理との日中首

脳会談（ソウル）を実施している。また、中国は急速な経

済発展に伴い、消費するエネルギー量や環境負荷等が大き

くなる中、省エネルギー・環境改善を一層促進することが

国家的な目標となっているが、これは日本、中国関係の発

展にとっても重要な政策課題である。「日中省エネルギ

ー・環境総合フォーラム」は、2006 年から毎年開催され

ているもので、日中両国の官民のリーダーが参加し、省エ

ネルギー・環境分野に関する政策、経験、技術などについ

て意見交換等を行っている。2015年 11月には東京におい

て「第９回日中省エネルギー・環境総合フォーラム」が開

催され、日本側からは、高木経済産業副大臣、中国側から

は、国家発展改革委員会・張勇副主任、商務部・高燕副部

長が出席した。また、林経済産業大臣、丸川環境大臣も全

体会議の締め括り挨拶のため参加した。 

 

（２）日本・韓国関係 

（ア）貿易・投資等 

2015 年の日本、韓国貿易は輸出輸入ともに減少し、総

額は約 714億ドル（対前年比▲16.9％）と４年連続で減少

した。また日本からの対韓国直接投資(実績ベース)も３年

連続で減少し、2015 年は 12.2 億ドル（同▲42.4%）とな

った。この要因としては過去の急激な円高ウォン安の修正
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が続いていること投資の一巡等、様々に指摘されている。

一方で、日本、韓国ともに相手国が第３位の貿易相手国と

いう位置づけは変わらず、また、韓国にとっては日本が最

大の投資国（1962 年以降の累積）という関係は依然とし

て維持されている。 

（イ）徴用工訴訟問題 

韓国における高裁判決を不服として 2013 年７月に新日

鉄住金と三菱重工がそれぞれ韓国大法院に上告した裁判

については、この期間、判決に向けた特段の動きはなかっ

たが、2015 年６月に光州高裁で三菱重工が敗訴し、大法

院へ上告、さらに同年 11 月ソウル地裁で新日鉄住金が敗

訴し、控訴した。さらに中小企業を含む 69社・17社を対

象とした訴訟等、計６件が新たに地裁へ提訴された。 

（ウ）日本産水産物に対する輸入規制強化 

韓国が 2013年９月に福島県を含む８県からの全ての水産

物の輸入を禁止する特別措置を決定したことに対し、2015

年５月に日本からＷＴＯ協定に基づく二国間協議を要請

し、６月に協議を実施したが解決に至らなかった。その後、

８月にパネル設置を要請し、９月にパネルが設置された。 

 

（３）日本・モンゴル関係 

1990 年以降、民主化、市場経済化を進め、急速に発展

するモンゴルは、石炭、レアメタル等豊富な鉱物資源に恵

まれていることから、更なる成長が期待され、我が国にと

っても重要な資源国である。 

2013 年３月に安倍総理がモンゴルに訪問し、同年９月

には「戦略的パートナーシップのための日本・モンゴル中

期行動計画」が策定されるとともに、首脳・閣僚レベルの

緊密な往来等により、両国関係は拡大・発展してきている。 

 安倍総理は 2014 年７月に「モンゴル・ビジネス・フォ

ーラム」出席のため来日したエルベグドルジ大統領と首脳

会談を行い、日本、モンゴルＥＰＡ交渉が大筋合意に至っ

たことを受け、「戦略的パートナーシップ」を更に強化す

るため、経済分野での協力の強化が重要である点で一致し、

今後更に互恵的かつ相互補完的な関係を深めていくこと

を表明した。また、安倍総理からは、「モンゴルの輸出と

産業多角化を促進するための「エルチ・イニシアティブ・

プラス」を提案し、モンゴルの中長期的な経済政策の策定

を後押しすることを表明した。 

安倍総理は 2015年 10月、総理大臣初となる２度目のモ

ンゴルを訪問し、エルベクドルジ大統領、サイハンビレグ

首相、エンフボルド議長と会談した。頻繁な首脳往来によ

る「戦略的パートナーシップ」発展を歓迎し、ＥＰＡを通

じた両国経済関係の深化を期待することで一致した。 

 2015年６月には、第７回日本・モンゴル官民合同協議

会が開催され、高木陽介経済産業副大臣、中野外務大臣政

務官、エルデネバト産業大臣ら官民関係者約 170名が参加

し、両国間の経済関係強化について話し合われた。また、

同日、宮沢経済産業大臣がエルデネバト産業大臣と会談し、

産業及び貿易投資促進のための協力覚書に署名した。 

 

（４）日本・インド関係 

富裕層・中間層の拡大や急速な都市化の進展等によりイ

ンドは市場及び製造拠点としての魅力が高まっている。イ

ンドへ進出する日系企業は急速に増加しており、近年我が

国との関係も急速に緊密の度を増している。 

こうした中、2014年５月にインドにおいて政権交代が

起こり、ナレンドラ･モディ首相率いるインド人民党（Ｂ

ＪＰ）による新政権が誕生した。2014年９月、モディ首

相による、インド周辺国を除いた初の外遊先として日本を

訪問。安倍総理と首脳会談を実施し、今後５年以内に、日

本の対印直接投資とインドに進出する日系企業数を倍増

する目標の設定及びインドに対しＯＤＡを含む 3.5兆円

規模の日本からの官民投融資の実現等に合意した。また、

2015年４月に宮澤経済産業大臣が訪印し、高速鉄道計画

への新幹線システムの導入を働きかけると共に、「日本工

業団地」の 11の候補地点やインド太平洋経済統合の推進、

日本企業によるインドＩＴ人材の活用推進等について合

意した。さらに、2015年 12月には安倍総理が訪印し、日

印新時代の道しるべとなる「日印ヴィジョン 2025特別戦

略的グローバル・パートナーシップ インドと太平洋地域

と世界の平和と繁栄のための協働」に署名した。 

（ア）デリー・ムンバイ、チェンナイ・バンガロール産業

大動脈構想  

デリー・ムンバイ産業大動脈構想（ＤＭＩＣ）、チェン

ナイ・バンガロール産業大動脈構想（ＣＢＩＣ）実現のた

め、インド北西部、南部における産業集積を促進した。各

種の政策を有機的に促進することにより、当該エリアのイ

ンフラ整備やインセンティブ設計などを実現し、日本企業

がビジネスを行いやすい環境整備の早期実現を目指して
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いる。具体的には、「日本工業団地」の促進等の各種政策

を継続的かつ効果的に展開していくことによって投資環

境整備を加速する。また、ＤＭＩＣ、ＣＢＩＣエリアにお

ける各種の個別案件について、中央・州政府との政策対話

の枠組み等を積極的に活用し課題解決を行っている。 

(イ) 「日本工業団地」の開発  

インド市場の魅力が高まる一方で電力の安定供給等、投

資環境整備が喫緊の課題となっている。これらの課題の解

決に向けて、経済産業省として「日本工業団地」の開発を

促進。2014 年９月の首脳会談において「ＳＥＺ（特別経

済区）やＮＩＭＺ（国家投資・製造業地域）並の企業への

投資インセンティブを備えた『日本工業団地』」の開発に

合意した。中央政府、関係州政府と連携し、「日本工業団

地」開発を行うことで、土地収用、インフラ整備等のビジ

ネス上の課題解決を目指している。 2015 年 12 月日印首

脳会談においては、12 の日本工業団地の候補地点に合意

するとともに日本企業の投資を促進するため、日本工業団

地向けの「スペシャル・パッケージ」を日印で策定するこ

とに合意した。 

（ウ）重要州との連携 

ビジネス環境整備に関連する州政府の大きな権限（土地

収用、インフラ整備、許認可、税制）を踏まえ、日系企業

の集積する戦略州との連携を強化。アンドラ・プラデシュ

州、グジャラート州、カルナタカ州、ラジャスタン州、タ

ミルナドゥ州と政策協議等の場を立ち上げ、日系企業の投

資・進出促進、ビジネス環境整備について議論した。ハイ

レベルでの会談等を積極的に実施し、投資環境整備の加速

化を図った。特に、新州都建設を進めるアンドラ・プラデ

シュ州については、日系企業の進出に経済産業省としても

積極的に関わっており、2015年 10月に開催されたアマラ

ヴァティ建設定礎式に高木経済産業副大臣が出席した。 

(エ)「ジャパン・プラス」 

2014年 10月に、インド政府内に日本企業専用相談窓口

「ジャパン・プラス」を設置。経済産業省から責任者（コ

ーディネーター）を派遣し、日本人２名、インド人４名の

チームで、首相直轄の組織として日系企業のインドへの投

資・進出を支援。関係各省にまたがる案件は、中央政府の

内閣次官を議長とする「コア・グループ」会議を活用し、

省庁の縦割りを乗り越えて日系企業の課題解決を実施。

2015 年３月時点で約 120 社の日系企業が「ジャパン・プ

ラス」に相談・協議を行っており、その後毎月 10～20 社

の日系企業が訪問した。 

 

（５）日本・豪州関係 

2014年７月の安倍総理訪豪により、経済を含む幅広い分

野で協力関係の一層の強化が確認されたことを受け、2015

年３月に「日豪交流促進会議」が発足。12月のターンブル

首相の訪日時の共同声明において、イノベーション主導の

産業構造の多様化と地方主導の関係緊密化を目的とした

同会議の努力を歓迎するとともに、二国間の協力強化への

期待が表明された。 

 2015年１月に発効した日豪経済連携協定に基づき、８月

に両国の民間企業、専門家等の参加を得て、経済緊密化に

関する小委員会第一回会合が開催され、インフラ、農業、

教育、ビジネス環境等幅広い分野につき、両国の取り組み

につき、それぞれ紹介するとともに、意見交換を行った。 

 2015年６月に宮沢経済産業大臣がアンドリューズ国防

大臣と地域の安全保障等、同10月には林経済産業大臣はフ

ライデンバーグ資源・エネルギー・北部豪州大臣と資源、

エネルギーの諸案件に関する会談を行った。 

 

（６）日中韓関係 

2015 年 10 月、ソウルで第 10 回日中韓経済貿易大臣会

合が約３年半ぶりに開催された。 

経済貿易大臣会合では尹相直・韓国産業通商資源部長官

が議長を務め、林経済産業大臣、鍾山・中国商務部国際貿

易交渉代表（閣僚級）兼副部長が出席し、三カ国間の貿易・

投資関係、ＩＴＡ拡大交渉、日中韓ＦＴＡ及びＲＣＥＰ、

三国間協力（サプライチェーン連結性向上、国際標準化、

知的財産、中小企業、エネルギー等）などについて議論を

行った。 

 また、2015年 11月にはソウルで第６回日中韓サミット

が約３年半ぶりに開催され日本からは安倍総理大臣、韓国

から朴槿恵大統領（議長）、中国から李克強国務院総理、

が出席し、三国間協力の進捗と今後の方向性や地域・国際

情勢等について議論をした。 

 

（７）日本・東アジア関係 

（ア）日本、ＡＳＥＡＮ関係 

2015 年８月 23 日にマレーシア・クアラルンプールにお
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いて、第 21回日本、ＡＳＥＡＮ経済大臣会合が開催され、

日本、ＡＳＥＡＮ経済協力の今後の方向性について議論が

行われた。2015年秋にＡＳＥＡＮが決定する今後 10年間

（2016-2025）のＡＳＥＡＮ経済共同体プラン（「ポスト

2015ビジョン」）に盛り込むべき内容と、日ＡＳＥＡＮ包

括的経済連携協定について協議を行った。宮沢経済産業大

臣からは、ＡＳＥＡＮの中小企業戦略アクションプラン実

施に対する日本の支援、具体的には日本の信用保証制度の

ノウハウの共有などの支援を表明し、ＡＳＥＡＮ側から高

い期待が示された。また、高性能の石炭火力への資金面で

の支援について、ＡＳＥＡＮ側からも重要性が表明され、

改めてＡＳＥＡＮにおけるこのような支援のニーズが再

認識された。さらに、在ＡＳＥＡＮ日本人商工会議所連合

会（ＦＪＣＣＩＡ）より、今後のＡＳＥＡＮ経済共同体に

向けた要望の説明があり、ＡＳＥＡＮはこれを歓迎し、ポ

スト 2015ビジョンに反映することとなった。 

（イ）ＡＳＥＡＮ＋３（日本、中国、韓国）の取組 

2015年８月 23日にマレーシア・クアラルンプールにお

いて、第 18回ＡＳＥＡＮ＋３経済大臣会合が開催された。

東アジアビジネスカウンシル（ＥＡＢＣ）の要望について、

意見交換を実施した。宮沢経済産業大臣から、ＲＣＥＰの

早期妥結の必要性とビジネスの声を聞くことの重要性を

指摘し、各国から賛同を得た。 

（ウ）ＡＳＥＡＮ＋６（日本、中国、韓国、インド、豪州、

ニュージーランド）の取組 

2015年８月 24日にマレーシア・クアラルンプールにおい

て、第３回ＲＣＥＰ閣僚会合が開催された。モダリティ（関

税の交渉形式）について、実質的な関税交渉を始めるため

のイニシャルオファーの水準を中心に交渉を行い、合意に

至った。投資分野についても、次回交渉会合までに全ての

国がイニシャルオファーを提出することが決まり、物品・

投資・サービスの主要三分野において次回交渉会合から実

質的な交渉が開始されることとなった。また、交渉妥結目

標については、引き続き 2015 年末までの交渉妥結を目指

すことを閣僚間で再確認した。 

（エ）ＡＳＥＡＮ＋８（日本、中国、韓国、インド、豪州、

ニュージーランド、米国、ロシア）の取組 

2015年８月 24日にマレーシア・クアラルンプールにお

いて、第３回東アジア（ＡＳＥＡＮ＋日本、中国、韓国、

インド、豪州、ニュージーランド、米国、ロシア）経済大

臣会合が開催された。東アジア・アセアン経済研究センタ

ー（ＥＲＩＡ）から日本提唱の「質の高いインフラ」の理

念を盛り込んだ「アジア総合開発計画（ＣＡＤＰ）2.0」

が報告された。また、山際経済産業副大臣からは 2015 年

5月に安倍総理から発表された「質の高いインフラパート

ナーシップ」について説明し、各国から理解が得られた。 

（オ）日本・メコン関係 

2015年８月 24日にマレーシア・クアラルンプールにお

いて、第７回日メコン（日本、ベトナム、カンボジア、ラ

オス、ミャンマー及びタイ）経済大臣会合が開催された。

概要は以下の通り。 

[1]2012年の第４回日本、メコン経済大臣会合で採択され

たメコン開発ロードマップにつき、カンボジアのネアック

ルン橋の開通やラオス国道９号線の改修など、ハードイン

フラの改善を中心とした、メコン地域の事業環境の改善等

を確認し、その成果として日メコン間の貿易投資の着実な

進展を確認した。 

[2] メコン地域の発展に向けて、各国独自の強みを生かし

相互補完することによる産業高度化、バリュー・チェーン

強化を行う、周辺国との「Specialization & Collaboration」

の考えのもと策定された、日メコンの中長期的経済協力の

枠組みである「メコン産業開発ビジョン」を採択した。ま

た、日本、ＡＳＥＡＮ経済産業協力委員会（ＡＭＥＩＣＣ）

西東回廊開発作業部会（ＷＥＣ-ＷＧ）に対し、日本、メ

コンの関係各省庁、産業界および関係機関と連携し、本ビ

ジョンを実現するための具体的な取組をまとめた「ワー

ク・プログラム」についての議論を深め、2016 年夏を目

処に策定するよう、委任した。 

（カ）東アジア・アセアン経済研究センター（ＥＲＩＡ） 

東アジア・アセアン経済研究センター（ＥＲＩＡ）は、

2008年の設立以来、「経済統合の深化」、「経済格差の是正」

及び「持続的経済成長」を主要な政策分野とする調査・研

究、成果普及、政策提言等を実施しており、東アジア首脳

会議等の場を活用した政策の実現を目指している。 

  2015 年８月の東アジアサミット経済大臣会合におい

て、「ＡＳＥＡＮ連結性マスタープラン（ＭＰＡＣ）2015」

の理論的基礎となった「アジア総合開発計画」の改訂版「ア

ジア総合開発計画（ＣＡＤＰ）2.0」」を報告、これはアセ

アン連結性を強化すべくＡＳＥＡＮ連結性調整委員会（Ａ

ＣＣＣ）において検討が進められている「ＭＰＡＣ2025」
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の議論に貢献するべく、同委員会においても報告された。 

 また 2014年度に出版した 2015年以降のＡＳＥＡＮ経済

共同体の絵姿を策定する「ＡＳＥＡＮ Rising」の主な要

素が 2015 年 11 月に開催された第 26 回ＡＳＥＡＮサミッ

トにおいて採択された「ＡＳＥＡＮ経済共同体（ＡＥＣ）

ブループリント 2025」の基礎的文書として活用されたと

ともに、本年、ＡＳＥＡＮ事務局とともにＡＳＥＡＮ社会

文化共同体（ＡＳＣＣ）の進捗状況と課題を取りまとめた

「 Framing Ａ Ｓ Ｅ Ａ Ｎ  Socio-Cultural Community 

Post-2015」も「ＡＳＣＣブループリント 2025」の重要な

参考書となるなどＡＳＥＡＮ共同体 2015 の設立及びＡＳ

ＥＡＮ共同体ビジョン 2025の策定に大きく貢献した。 

 これらＥＲＩＡの活動については、ＡＳＥＡＮや東アジ

アの経済閣僚及び首脳からも高く評価されており、引き続

き、ＥＲＩＡがＡＳＥＡＮ首脳会合・東アジア首脳会合な

どに貢献していくことが期待されている。 

（キ）その他の二国間関係 

(A)日本・インドネシア関係 

2015年８月 12日、ジョコ・ウィドド大統領は内閣改

造を発表。経済関係閣僚では、経済担当調整大臣にダ

ルミン・ナスティオン氏、商業大臣にトーマス・レン

ボン氏が就任。2015 年 11 月 24 日、林経済産業大臣は

ジャカルタを訪問し両新大臣と会談した。ダルミン経

済担当調整大臣とは、高度ものづくり人材の育成支援、

東部ジャカルタ新港湾について議論し、トーマス商業

大臣とは、インドネシアのＴＰＰ参加やＲＣＥＰ交渉

の進展について議論した。 

 (B)日本・ベトナム関係 

2011年１月、ベトナム共産党にて社会経済開発 10か

年戦略の中で「2020 年までに工業国化を達成する」目

標が決定された。2011年10月にズン首相が訪日した際、

日ベトナム共同首脳声明に署名し、ベトナム工業化戦

略への日本の協力及びベトナム副首相が主宰するハイ

レベル委員会の設置に合意した。我が国は外国政府と

して唯一のパートナーとして、(1)2020年までのベトナ

ム工業化に向けた戦略産業案の策定（産業を選択・集

中的に創設・強化する方針）、(2)行動計画の策定、(3)

ベトナム政府・首相又は副首相の決定を得た上、工業

化に向けた政策の実装に関して協力。2011 年９月には

日越間の作業部会を設置し、2011年 10月にズン首相が

来日した際に署名した日ベトナム共同首脳声明におい

てベトナム工業化戦略への日本の協力及びベトナム副

首相が主宰するハイレベル委員会の設置に合意した。 

2014年には７月、電子、農水産品加工、環境・省エネ、

農業機械の４業種の行動計画が、同年 10月には、造船

業種の行動計画が、2015 年には自動車・同部品産業の

行動計画がズン首相により承認。 

また、2015 年７月、宮沢経済産業大臣とホアン商工

大臣とで、両大臣が共同議長となり両省の産業・貿易・

エネルギー分野に関する懸案事項を協議する「日越産

業・貿易・エネルギー協力委員会」の設置に関する覚

書に署名。同年３月には、林経済産業大臣が訪越し、

第１回日ベトナム産業・貿易・エネルギー協力委員会

を開催。 

2015 年９月、グエン・フー・チョン・ベトナム共産

党中央執行委員会書記長が公賓として訪日。安倍総理

とも会談し、日越関係に関する共同ビジョン声明を発

出した。 

(C)日本・タイ関係 

2015年 11月に、菅内閣官房長官とソムキット副首相

を議長として、双方閣僚同席の下、ハイレベル合同委

員会を開催し、日タイ両国間の貿易、投資及び経済協

力等につき幅広く議論した。 

(D)日本・ミャンマー関係 

2015年 11月の総選挙において、アウン・サン・スー・

チー議長率いる国民民主連盟（ＮＬＤ）が全議席の６

割弱を獲得し勝利。2015 年３月にはティン・チョウ大

統領の下、新政権が発足し、アウン・サン・スー・チ

ー氏は，国家最高顧問，外務大臣及び大統領府付大臣

に就任。 

 

５．２．米州関係 

（１）日本・米国関係 

2015年４月、ワシントンＤ．Ｃ．出張中の安倍総理は、

オバマ大統領と日米首脳会談を行った。 

安倍総理より、米議会でのＴＰＡの審議が進展している

ことを歓迎し、オバマ大統領の努力を評価する旨述べた。

両首脳は、ＴＰＰは地域の経済的繁栄のみならず、安全保

障にも資するなど、戦略的意義を持つことを改めて確認し

た。安倍総理より、先日行われた甘利ＴＰＰ担当大臣とフ
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ロマン通商代表の交渉に触れ、日米間の残された課題につ

いて前進があったことを歓迎する旨述べた。両首脳は、日

米間の協議の進展はＴＰＰ全体の妥結の大きな推進力と

なることを確認し、日米が交渉をリードし、早期妥結に導

いていくことで一致した。 

2015 年５月、ＡＰＥＣ貿易大臣会合出席のためボラカ

イ島出張中の宮沢経済産業大臣はフロマン通商代表と会

談を行った。 

両者は、ＩＴＡ拡大交渉における協力等について意見交

換を行った。また、ＴＰＰについては、12 か国でできる

だけ早期に合意を達成できるよう、日米で協力していくこ

とを確認した。さらに、ＴＰＡを下院で速やかに成立させ

るための努力を継続するとの発言があった。 

2015年 11月、ＡＰＥＣ閣僚会議に出席するためマニラ

出張中の林経済産業大臣は、フロマン通商代表と会談を行

った。 

両者は、ＴＰＰについて大筋合意に至ったことは日米協

力の大きな成果であることを確認した。 

また、世界経済が減速する中で、保護主義的措置の抑制

や保護主義の原因となっている過剰設備の解消に向けた

国内の構造改革を進めることが必要ということで一致し

た。 

さらに、ＷＴＯ交渉については、ナイロビの閣僚会議（Ｍ

Ｃ10）で、ドーハ・ラウンドのうち可能な分野で合意を目

指すと共に、ＩＴＡ拡大や環境物品も成果とすることが重

要であることを確認した。 

2015 年 12 月、第 10 回ＷＴＯ閣僚会議に出席するため

ナイロビ出張中の林経済産業大臣は、フロマン通商代表と

会談を行った。両者は、日米で連携しながらＩＴＡ拡大交

渉の最終妥結やＴＰＰの大筋合意を導くことができたこ

とを確認した。環境物品交渉やＴｉＳＡ（新たなサービス

貿易協定）交渉については、共に来年早々の交渉妥結を目

指し、今後とも日米の連携を強化していくことを確認した。 

 2016 年３月、核セキュリティ・サミットに出席するた

めワシントンＤ．Ｃ．出張中の安倍総理は、オバマ大統領

と日米首脳会談を行った。オバマ大統領から、ＴＰＰは最

優先の議会案件として取り組んでいる旨の発言があり、両

首脳は、ＴＰＰ協定の早期発効を実現すべく、共に努力を

続けていくことで一致した。 

 

（２）日本・カナダ関係 

2015年 11月、ＡＰＥＣ首脳会議出席のためマニラ出張

中の安倍総理は、トルドー首相との間で日加首脳会談を行

った。両首脳は、共に自由貿易を支持し、ＴＰＰが地域の

貿易、投資及び経済成長を促進するものであるとの認識で

一致した。安倍総理から、カナダからのＬＮＧ輸出の早期

実現やビジネス環境改善に向けた協力を期待する旨述べ、

トルドー首相からは、ＬＮＧを含むエネルギーはカナダに

とって重要な産業であり、同分野への日本の投資を歓迎す

る旨の発言があった。 

2016 年３月、核セキュリティ・サミットに出席するた

めワシントンＤ．Ｃ．出張中の安倍総理は、トルドー首相

と日加首脳会談を行った。安倍総理から、カナダからのＬ

ＮＧ輸出の早期実現やビジネス環境改善に向けた協力を

引き続き期待する旨述べたのに対し、トルドー首相は、前

向きな結果が得られるよう努力したい旨述べた。また、両

首脳は、ＴＰＰについて国内での議論を進めていくことで

一致した。 

 

（３）日本・中南米関係 

（ア）日本・メキシコ関係 

 2015年７月、日墨ＥＰＡ発効 10周年を記念したセミナ

ーが東京で開催された。 

2015 年８月、第８回日墨ＥＰＡビジネス環境整備委員

会が開催された。日本側からは治安対策や出入国管理など

進出日系企業のビジネス環境整備に関する課題を取り上

げるとともに、経済産業省が太平洋同盟への協力の一環と

して実施しているラサロ･カルデナス港の調査について紹

介した。 

（イ）日本・ブラジル関係 

2015 年９月、第３回日伯貿易投資促進・産業協力合同

委員会を開催し、2014 年８月の安倍総理の訪伯のフォロ

ーアップ、ブラジルにおけるビジネス環境の改善及び両国

の発展のための産業協力について意見交換を行い、当該合

同委員会のフォローアップ機能としての中間会合を設置

することに合意し、中間会合を 2016年２月に開催した。 

新興国市場開拓等事業費補助金（ロビイング活動支援事

業）にて、昨年度に続き在ブラジル日本商工会議所に機能

強化委員会が設立され、ブラジル政府開発商工省との間で

政策対話を設置することに合意し、両国経済の繁栄のため
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のブラジル側への政策提言書（ＡＧＩＲ：Action plan for 

Greater Investment Realization）の実現に向け、３回政

策対話を開催した。 

また、新興国市場開拓等事業費補助金（ミッション・見

本市等出展支援事業）にて、ブラジルへの進出や販路・調

達拡大を目指す自動車部品メーカーや機械設備メーカー

を対象に、ブラジルで自動車部品相談会を開催した。 

（ウ）日本・チリ関係 

 チリへの投資は、日チリＥＰＡ発足以降、大きく増加し

ており、2011年から 2013年の３年連続で我が国はチリへ

の最大の投資国となった。特に、鉱業分野での関係は深く、

我が国の銅精鉱輸入量の約半分をチリから輸入している。 

2015 年５月、低炭素成長を達成するため、二国間クレ

ジット制度の構築に、南米として初めて合意。 

（エ）日本・キューバ関係 

2015年 11月に、カブリサス閣僚評議会副議長が訪日し、

北村経済産業大臣政務官と会談を実施。また、日本を含む

主要債権国 14 カ国は、2015 年 12 月キューバの中長期債

務の再編の枠組み等で合意（パリクラブ合意）。 

米国との国交回復を機に、日本企業のキューバビジネス

への関心が高まりつつある。 

 

５．３．欧州・ロシア関係 

（１）日本、欧州関係 

欧州連合（ＥＵ）は、2016 年３月現在 28 か国が加盟、

人口約 5.1億人、ＧＤＰは世界全体の約 2.2割を占める政

治・経済統合体である。ＥＵは、域外に対する統一的な通

商政策を実施する世界最大の単一市場であり、単一通貨の

ユーロには、19 か国が参加している。我が国とＥＵは、

民主主義や市場経済という基本的価値観を共有するとと

もに、高い技術やイノベーションを有するグローバルパー

トナーである。 

ＥＵ経済は、低原油価格、ユーロ安、金融政策による支

援、難民流入に伴う公共支出増など、多くの好調要因の後

押しを受けているものの、新興国経済低迷や地政学的緊張

の影響を受け、結果として中程度の成長となっており、今

後も引き続き注視する必要がある。 

ＥＵは、エネルギー・環境問題などグローバルな課題へ

の対応に大きな影響力を有しており、我が国がＥＵ及びＥ

Ｕを構成する国々との間で戦略的な関係を構築していく

ことが重要である。 

また、ＥＵの東方拡大に伴い東欧諸国はその戦略的重要

性を増しており、ＥＵ未加盟国も含めた東欧諸国との経済

関係は、日系企業の進出などを通じて、より緊密なものと

なっている。 

良好な日欧経済関係を維持することは、日欧双方及び世

界経済の発展のために不可欠であり、日ＥＵ経済連携協定

（ＥＰＡ：Economic Partnership Agreement）を通じた日

欧経済関係の強化やグローバルな課題に対する日欧共同

での取組は、近年、更に重要となっている。 

（ア）日ＥＵ定期首脳協議等 

日・ＥＵ間では、首脳協議が定期的に行われており、随

時懸案事項について意見交換を行っている。 

第 23 回日・ＥＵ定期首脳協議（日・ＥＵサミット）結

果概要については以下に述べる。 

第 23回日・ＥＵ定期首脳協議（日・ＥＵサミット）が、

2015年５月 29日、東京において開催された。我が国から

は、安倍総理、ＥＵ側からはドナルド・トゥスク欧州理事

会議長、ジャン＝クロード・ユンカー欧州委員会委員長等

が出席した。今次協議の成果は以下のとおり。協議の成果

として、共同プレス声明を発出した。 

１. 安全保障分野での協力の拡大：日本の「平和安全法

制」について説明し、ＥＵ側首脳から支持・賛同が表

明された。また、日ＥＵ首脳は、ニジェール、マリに

おいて治安改善のためのミッションに関する日ＥＵ間

の具体的連携が進んでいることなどを歓迎するととも

に、連携を一層進めていくことで一致。 

２. 経済分野の協力強化：日ＥＵ・ＥＰＡについて、日

ＥＵ首脳は、スピードと質の両方を重視しつつ、2015

年中の大筋合意を目指し、交渉を更に加速させていく

ことで一致。さらに、安倍総理から、日本産食品等輸

入規制につき、科学的根拠に基づく緩和・撤廃を要請

したほか、エネルギー協力等の分野でもＥＵとの間で

協力したい旨述べた。 

３.その他の分野別協力：日ＥＵ首脳は、海洋、宇宙、サ

イバー等のグローバルコモンズ、人道支援の分野でも

協力を深めることで一致。また、日ＥＵ首脳は、科学

技術分野で一層の協力を進めることを確認し。新たな

戦略的パートナーシップに向けた共同ビジョンの採択、

次世代通信ネットワークに関する共同宣言及び日ＥＵ
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間の研究者交流に関する覚書の署名を歓迎。 

（イ）日ＥＵ間の通商政策・産業政策に関する対話・協力

の仕組み 

(A)日欧産業協力センター 

1986 年に開催された日ＥＣ閣僚会合における通商産

業省（当時）と欧州委員会との合意に基づき日欧産業

協力センターが設立され、1987年より事業を開始した。

日本とＥＵの貿易・投資活性化、経済関係の緊密化を

目指し、日ＥＵにおける産業協力を促進するため、以

下の事業を実施している。 

(a)日ＥＵ経済連携強化事業 

 日ＥＵの経済連携の深化に向けて、日・ＥＵ双方

が関心を有する個別政策分野ごとにセミナーを実施。

2015 年度は、知的財産、循環型経済の動向等をテー

マに、国内でのセミナーを計４回開催し約 460 名が

参加、また欧州において計５回のセミナーを開催し、

約 560名が参加。 

(b)日ＥＵビジネス・ラウンド・テーブル開催 

 日・ＥＵの双方の主な民間企業のＣＥＯが参加し、

ビジネス環境の整備及び貿易投資の円滑化を目的と

して、2015 年４月 27 日～28 日の２日間、ブラッセ

ルにおいて「日ＥＵビジネス・ラウンド・テーブル

（ＢＲＴ）」本会合を開催（詳細後述）。本会合の事

務局を担当。 

(c)研修生派遣事業（Vulcanus Program） 

 日ＥＵ間の人的交流の活発化を通じて産業協力を

推進すべく、理工系の学部学生・大学院生を相互に

派遣し、企業において研修を実施。2015 年度は、計

23名の学生をＥＵ６か国に派遣した。1996年度の事

業開始以来、ＥＵ諸国へ派遣した学生数は計 376 名

に達している。 

(d)ＥＰＡ交渉促進・市場参入促進事業 

 日ＥＵ・ＥＰＡ交渉開始に伴い、ＥＵ側からの対

日本要求事項の１つである「我が国政府調達市場の

透明性向上」に資する事業として、地方自治体等の

調達情報を中小企業庁の官公需ポータルサイトを通

じて、英語で提供した。 

(B)日ＥＵビジネス・ラウンド・テーブル（ＢＲＴ） 

日ＥＵ産業界の対話・両政府への政策提言の場とし

て 1999年に設置された日ＥＵ・ＢＲＴについては、2015

年４月 27 日～28 日に第 17 回会合を東京で開催。経済

産業省からは関経済産業大臣政務官が出席。欧州から

はカレハ欧州委員会企業・産業総局長が出席。４つの

専門家会合（１.ＥＰＡ、２.規制協力、３.エネルギー・

気候変動、４.日ＥＵ交通・輸送分野の協力、）にて提

言内容が議論され、ＢＲＴ議長より日欧首脳へ提言書

が提出された。 

(C)その他（日ＥＵ産業政策対話） 

日ＥＵ間の産業政策やビジネス環境整備推進等に関

する意見交換、及び、産業協力の進展のレビューを目

的に、「日ＥＵ産業政策対話」を開催している。  

双方の産業政策の紹介、産業協力の促進、規制障壁

への要請、日ＥＵ・ＢＲＴの今後、日欧産業協力セン

ターの取組の紹介等について議論が行われている。 

（ウ）日欧二国間関係 

日欧二国間では、ＥＵ主要国を含む各国との閣僚レベル

での往来や、事務レベルでの定期協議等を通じて、関係の

強化を図っている。 

(A)日仏関係 

2015 年 10 月にマニュエル・ヴァルス首相が訪日し、

安倍総理と会談。「イノベーションに関する日仏両政府

による共同宣言」、「アフリカにおける持続可能な開発、

保健及び安全のための日仏計画」を発出し、イノベー

ション、原子力協力、アフリカにおける協力という３

つの分野を中心に、二国間の協力関係をさらに強化し

ていくことで一致。 

2015年 11月には、来日したシュヴァイツァー外相特

別代表と鈴木淳司経済産業副大臣が会談。アフリカに

おける日仏協力や日ＥＵ・ＥＰＡの推進について議論

を行った。 

同月、ＣＯＰ21 出席のためにパリを訪問した安倍総

理はフランソワ・オランド大統領と会談。気候変動や

テロ対策等について意見交換を行なった。 

2015年 12月３日に、経済・産業・デジタル省との間

で、第 29回日仏産業協力委員会を東京で開催し、繊維、

ロボット、スマコミ/スマグリ３ＷＧの進捗を確認し、、

ＩｏＴ分野での新しい協力の可能性について議論した。 

(B)日独関係 

日独間では、2015 年６月に安倍内閣総理大臣がＧ７

首脳会合出席のため訪独した際にメルケル首相との日



234 

独首脳会談が行われ、Ｇ７次期議長国について、また

日独中小・中堅企業間の交流促進や日ＥＵ・ＥＰＡの

推進について確認した。 

2015 年７月には、同年３月の首脳会談で合意した中

小・中堅企業協力について、日本から機械・自動車部

品分野及び医療機器分野の中小・中堅企業ミッション

（計 16社）をドイツに派遣し、企業間のネットワーク

構築やビジネス交流の促進を図った。 

また、2015 年 11 月に、Ｇ20 サミット出席のため安

倍総理がトルコを訪問した際、メルケル首相と日独首

脳会談が行われ、ウクライナ情勢や安全保障分野にお

ける国際貢献の推進などについて確認した。 

(C)日英関係 

日英間では、2015 年６月、Ｇ７に出席するため安倍

総理訪独に際し、キャメロン首相と日英首脳会談が行

われるとともに、経済分野については、両首脳から、

日ＥＵ・ＥＰＡの本年中の大筋合意を目標にすること

で一致した。 

また、2015 年６月にモード・ビジネス・イノベーシ

ョン・技能省閣外大臣と高木経済産業副大臣が会談し、

日ＥＵ・ＥＰＡ等について意見交換を行った。 

(D)日伊関係 

日伊間では、2015 年 11 月に仙台で開催された第 27

回日伊ビジネスグループ（ＩＪＢＧ）合同会議におい

て、日伊間の「航空・交通」「イノベーション」「食」

の分野についてセッションが行われ共同コミュニケに

おいて、日ＥＵ・ＥＰＡの包括的な合意の達成に向け

て、両国政府及び産業界に対して積極的な働きかけを

行うことが表明された。 

また、2015 年８月、レンツィ首相が訪日し、日伊首

脳会談が行われるとともに、両首脳から、共同プレス

リリースが発出され、安全保障分野での協力の確認、

日ＥＵ・ＥＰＡ／ＳＰＡの早期締結の重要性のほか、

来年は日伊国交 150周年の節目にあたり、経済、文化、

スポーツ等の交流拡大が表明された。 

 

（２）ＡＳＥＭ 

 ＡＳＥＭ（アジア欧州会合：Asia-Europe Meeting「Ａ

ＳＥＭ」）は、アジア側参加メンバー（21 か国１機関）、

欧州側参加メンバー（30 か国と１機関）が参加するフォ

ーラムであり、アジアと欧州の政治・経済・文化といった

広範な分野にわたる協力を推進する目的で、1996 年に設

立された。首脳会合は２年に１度開催されている。2015

年 12月、第 12回ＡＳＥＭ外相会合がルクセンブルクで開

催され、議長声明には気候変動、防災・災害管理等が盛り

込まれた。 

 

（３）日本・ロシア・中央アジア・コーカサス関係 

（ア）日本・ロシア関係 

2015 年４月、2009 年に日本とロシアの間で合意された

「省エネルギー及び再生可能エネルギーの分野における

協力に関する日本国経済産業省とロシア連邦エネルギー

省との間の覚書」に基づき、ウラジオストクにて第 4回日

露省エネルギー・再生可能エネルギー共同委員会を開催し

た。独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（Ｎ

ＥＤＯ）によるロシアにおける省エネ・再エネ分野におけ

る実証事業をはじめとした両国共同事業の進捗の確認や、

我が国民間企業が強みを有する熱電併給技術、スマートグ

リッド、地熱発電などの省エネ・再エネ分野の取り組みを

紹介し、特に極東地域における日露間での協力事業の可能

性などが議論された。 

経済産業省の補助事業を通じ、2015 年６月に開催され

た第 19 回サンクトペテルブルグ国際経済フォーラム（Ｓ

ＰＩＥＦ）では、初めて日露二国間セッションとして、日

露ビジネスラウンドテーブル「ロシアと日本：ビジネス協

力の展望」が行われた他、同年９月にウラジオストクで開

催された第１回東方経済フォーラムでも「日本とロシア：

ロシア極東への日本の投資の可能性」と題する二国間セッ

ションが開催される等、日露二国間のビジネス交流が深化

した。 

中小企業協力分野においては、2013年 12月の茂木経済

産業大臣のロシア訪問の際にロシア経済発展省との間で

締結した覚書に基づき、2015 年６月に第３回「中小企業

協力に関する日露会合」を東京において開催し、ロシア側

の関心に基づき、日本の中小企業に対する金融支援策につ

いて説明を行い、中小企業政策に関する議論を深めた。 

2015年 11月フィリピン（マニラ）で開催されたＡＰＥ

Ｃ閣僚会議の際には、林経済産業大臣がウリュカエフ経済

発展大臣と会談し、日露間の経済関係の強化に向けて引き

続き協力していくことを確認した。また、中小企業協力に
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関し、2013 年に締結した経済産業省とロシア経済発展省

の間の協力覚書の延長に合意した。 

2016 年２月、マントゥロフ産業商務大臣が訪日し、林

経済産業大臣との間で、産業分野における協力を推進する

ため、両省の高級事務レベルによる産業政策対話（貿易経

済に関する日露政府間委員会 産業分野における協力に

関する分科会）を定期的に行うことを内容とする覚書を締

結した。同大臣の訪日にあわせ、ビジネスフォーラム「日

ロ・貿易産業対話」を開催したところ、日露両国から約

600 名の参加があり、「日ロ間における共同プロジェク

ト：新たな機会と展望」、「製造分野におけるイノベーシ

ョン：日本企業の経験」、「医療・製薬分野における協力」、

「インフラ近代化分野における日ロ協力」及び「協力にお

ける優先課題」をテーマに日露両国の官民代表による活発

な議論が行われた。 

（イ）日本と中央アジア・コーカサス諸国との関係 

日本と中央アジア・コーカサス各国は、貿易・投資環境

整備や経済交流の活性化を図るため、経済会議の開催など

二国間の経済対話を実施している。 

 2015 年６月、山際経済産業副大臣は、二国間経済関係

の強化に向けた政府要人との会談や日本トルクメニスタ

ン・ビジネスフォーラムへの出席のため、トルクメニスタ

ンを訪問した。ベルディムハメドフ大統領との会談におい

て、同国の豊富な天然ガスの産出を背景に検討されている

石油ガス化学関連プラント、発電所、交通インフラ案件へ

の日本企業の参画に向け、大統領の支援を要請したほか、

今後両国の経済協力関係を拡大していくことを確認した。

また、日本とトルクメニスタンのビジネスの促進に向け、

山際副大臣、ホジャムハメドフ副首相（エネルギー担当）

等の閣僚級を含むトルクメニスタン政府関係者、両国の企

業参加者等約 100 名が参加したビジネスフォーラムが開

催された。このなかで、山際副大臣は、両国の経済関係の

さらなる拡大や具体的なビジネスの結実に対する期待が

述べられ、ホジャムハメドフ副首相からは、日本企業が有

する技術の信頼性の高さや今後の投資に対する期待が表

明された。 

2015年 10月、安倍総理は民間企業ミッションとともに

中央アジア５カ国を訪問した。ウズベキスタン、カザフス

タンは日本の総理大臣として９年ぶり、トルクメニスタン、

キルギス、タジキスタンは日本の総理大臣として初めての

訪問となった。 

この訪問期間中、トルクメニスタンとの関係では、安倍

総理はベルディムハメドフ大統領と首脳会談を行い、トル

クメニスタンの産業多角化に対する日本の協力について

議論された。またウズベキスタンとの関係では、安倍総理

はカリモフ大統領と首脳会談を行い、ウズベキスタンの経

済行動改革を支持するとともに、今後も官民で連携して協

力していきたい旨を表明した。さらに、両国間の経済プロ

ジェクトの進展に言及しつつ、さらなる日本企業の進出の

ために、ウズベキスタンのビジネス環境を整備するよう要

請した。 

さらにカザフスタンとの関係では、安倍総理が、ナザル

バエフ大統領との首脳会談を行い、、大統領から資源国で

ある同国が、資源に依存しない経済を作ることの重要性、

日本との技術面での協力への期待について言及があると

ともに、原子力分野の引き続きの協力について、意見交換

がなされた。 

また、訪問期間中、トルクメニスタン、ウズベキスタン、

カザフスタンのそれぞれの国でビジネスフォーラムが開

催され、安倍総理が挨拶をしたほか、両国の官民経済関係

者が参加し、二国間の経済関係強化に関する活発な意見交

換が行われた。 

 

５．４．中東・アフリカ諸国関係 

（１）日・中東／北アフリカ地域 

（ア）総論 

中東・北アフリカ地域は大成長市場である一方で、文

化的・地理的要因から我が国企業の進出が相対的に遅れて

いる市場でもある。日本としては、産業多角化・雇用創出

に関する協力を中心として官民一体となって日本企業の

進出促進を図るほか、官民ハイレベルが参加する対話の場

を設定し、緊密な協力関係の構築を図ってきた。その結果、

中東・北アフリカ地域への我が国企業の進出及び同地域か

らの石油資源の安定的な確保に繋がっている。 

（イ）二国間関係 

サウジアラビアについては、2007 年に設立された産業

協力の枠組みである「日本・サウジアラビア産業協力合同

タスクフォース」における活動を通じて、９案件の投資の

実現、３つの研修所の設立・運営、中小企業政策立案を支

援した。 
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2015 年５月、宮沢経済産業大臣が、訪日したファキー

フ経済企画大臣との会談を通じて両国の経済関係強化を

確認した。2016 年１月には高木経済産業副大臣がサウジ

アラビアを訪問し、主要閣僚との会談を通じて原油の安定

供給に向けた協力を含め、両国の経済関係を更に発展させ

るべく取り組むことを確認した。 

アラブ首長国連邦については、2015 年１月、宮沢経済

産業大臣のＵＡＥ（アブダビ）訪問、同年２月の高木経済

産業副大臣の同国訪問での協議を含む累次の働きかけを

通じて、同年４月には、ＵＡＥ（アブダビ）の陸上油田権

益の獲得に至った。同年９月には、マンスーリ経済大臣が

訪日し、宮沢経済産業大臣が会談、インフラプロジェクト

への日本企業の更なる参画に向けた働きかけ等を行う貴

重な機会となった。さらに、同年 11月、2016年１月には

高木経済産業副大臣がＵＡＥを訪問し、アブダビ国際石油

展示会議（ＡＤＩＰＥＣ）やワールド・フューチャー・エ

ナジー・サミット（ＷＦＥＳ）など世界最大級の展示会に

参加するとともに、政府要人との間で、エネルギーを始め

とする幅広い分野での協力を一層推進していくことを確

認した。 

クウェートについては、2015 年５月には山際経済産業

副大臣がクウェートを訪問し同国ジャサール電力・水省と

の間で電力・水分野の協力覚書の署名が行われ、さらに同

年 11 月には高木経済産業副大臣が同国を訪問し、アブル

住宅担当兼公共事業大臣及びブーシャハリー電力・水省次

官との会談を通じて、インフラプロジェクトへの日本企業

の更なる参画に向けた働きかけ等を行う貴重な機会とな

った。 

オマーンについては、2015 年５月に山際副大臣がオマ

ーンを訪問し、ルムヒー石油・ガス大臣と会談し、日本と

の人的交流の活発化や両国間のエネルギー関係の強化に

向けて取り組んでいくことで、これまでの友好関係を基に

さらに関係を強化していくことを確認する機会となった。  

バーレーンについては、2015 年５月に山際副大臣がバ

ーレーンを訪問し、ムハンマド皇太子政治・経済顧問との

会談を行った。バーレーンに進出する我が国企業の支援を

継続し、我が国企業からのさらなる投資を促進することで、

日本への原油の輸出や日本からの製品の輸入といった貿

易関係にとどまらない幅広い分野で経済関係を強化して

いく意向が表明され、両国が引き続き経済関係強化に向け

協力していくことで認識が一致した。 

カタールについては、2015 年９月、アル・サダ・エネ

ルギー工業大臣訪日時に開催されたＬＮＧ産消会議 2015

や日・カタール合同経済委員会といった場を通じて、我が

国への天然ガスの安定供給を始めとする経済関係の更な

る強化に向けた意見交換が行われた。 

イラクについては、2016 年２月にマフディ石油大臣が

訪日、林経済産業大臣との会談が実施され、両国の経済関

係強化に関する意見交換が行われた。 

トルコについては、2015年 10月のエルドアン大統領の

訪日に続いて、同年 11月には安倍総理がＧ20サミットを

前にイスタンブールを訪問、首脳会談を実施したほか、日

本・トルコビジネスフォーラム（主催：ＪＥＴＲＯ、共催：

ＤＥＩＫ（対外経済評議会））を開催し、ＪＥＴＲＯが現

地経済団体との協力関係強化に関する覚書を締結した。ま

た、同年 10 月には高木経済産業副大臣がＧ20 エネルギ

ー・貿易大臣会合のためトルコに出張、ゼイベキチ経済大

臣と会談したほか、同年 12 月、林経済産業大臣のケニア

出張（ＷＴＯ閣僚会合）の機会を捉えて後任のエリタシュ

経済大臣と会談を行い、投資・貿易関係強化に向けた意見

交換に加えて、日本企業によるトルコのインフラプロジェ

クトへの更なる参画に向けた働きかけを行った。 

イスラエルについては、2015年 12月にパリで行われた

日イスラエル首脳会談において、両首脳は昨年の首脳会談

以降大きな進展を見せている二国間経済関係について、産

業分野の研究開発協力及び日・イスラエル投資協定交渉の

進展を確認したほか、大阪におけるイスラエルの貿易事務

所の開設を歓迎し、両国経済関係がより一層進展するよう

後押しを継続することを確認した。 また、2015年５月か

ら日イスラエル投資協定交渉が開始され、同年 12 月に実

質合意に達したほか、同年７月にはイスラエル経済省との

間で「第１回日イスラエル経済政策対話」を開催し、両国

間の投資・貿易促進に向けた方策、研究開発やサイバーセ

キュリティ分野での協力、ベンチャー政策等の幅広い分野

で意見交換を実施。2016 年１月に開催されたサイバーセ

キュリティ分野の展示会「サイバーテック 2016」（於テル

アビブ）にＪＥＴＲＯがジャパンブースを出展、参加した

日本企業に多くのビジネスマッチング機会を提供したほ

か、各種報道でも大きく採り上げられた。 

パレスチナについては、2016 年２月にアッバス大統領
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が訪日、随行したオウデ経済庁長官の参加を得てパレスチ

ナ・ビジネスフォーラム（主催：ＪＥＴＲＯ、国際協力機

構（ＪＩＣＡ）、パレスチナ自治政府）が開催され、パレ

スチナのビジネス環境や、近年発達が著しいＩＣＴ産業、

ＪＩＣＡが支援しているジェリコ農産化工団地の概要等

が民間企業に紹介された。 

イランについては、2015 年７月、イランとＥＵ３（イ

ギリス、フランス、ドイツ）＋３（米国、中国、ロシア）

は、核核開発問題に関する「包括的共同作業計画（ＪＣＰ

ＯＡ：Joint Comprehensive Plan of Action）」を発表し、

最終合意に至った。これを受け、2015 年８月には山際経

済産業副大臣がイランを訪問し、制裁緩和後の日・イラン

経済関係を強化すべく同国要人との会談を行った。2016

年１月には、イランがＪＣＰＯＡの定める核関連措置を履

行したことをＩＡＥＡが検認し、米国及びＥＵは核関連制

裁を停止・一部終了。また、過去の安保理決議の規定が終

了し、安保理決議 2231号が発効した（「履行の日」）。これ

に従い、経済産業省としても過去の国連決議に基づき累次

に講じてきた諸措置の解除等を行った。2016年２月には、

イランからタイエブニア経済財務大臣が訪日。北村経済産

業大臣政務官立会いの下、岸田外務大臣との間で日・イラ

ン投資協定の署名を行った。また、経済産業省において、

林経済産業大臣、日本貿易保険、国際協力銀行との間でフ

ァイナンス・ファシリティの設定およびこれに対するイラ

ンの債務保証に係る協力覚書に署名した。 

エジプトについては、2015 年１月の安倍総理のエジプ

ト訪問に続いて、2016年２月にエルシーシ大統領が訪日、

首脳会談を実施したほか、３月２日に「第 10 回日本・エ

ジプト経済合同委員会会議（エジプト投資セミナー）」が

開催された。本会議において、電気、エネルギー及びスエ

ズ運河開発等の分野で計 15 件の協業覚書が、日本企業と

エジプト政府や同国政府関係機関等との間で締結された。

また、同日、高木経済産業副大臣がエルシーシ大統領とバ

イ会談を実施し、両国の経済関係強化に関する意見交換に

加えて、日本企業によるエジプトのインフラプロジェクト

への更なる参画に向けた働きかけを行った。 

 

（２）日・アフリカ諸国（サブサハラ地域） 

（ア）貿易・経済関係 

アフリカは、豊富な天然資源を有し、人口 10億を抱え、

インドと同程度の規模を持つ将来性ある地域である。アジ

アなどの他の途上国の人口増加が鈍化していく中、アフリ

カ地域は着実に人口増加が続き、2050年には 20億人を突

破するとの予測もある。また、2015 年までの５年間の平

均成長率は約 5.5%とアジア地域を上回り、今後、巨大な

アフリカ経済圏の形成が期待できる。経済産業省としても、

アフリカの「信頼できるビジネスパートナー」として、ア

フリカの経済発展に積極的に貢献していく。 

（イ）資源分野の関係強化 

2015年５月にはアフリカ 16か国の代表団参加の下、「第

２回日アフリカ資源大臣会合」を開催した。同会議では、

2013 年の第１回会合で発表した「日本・アフリカ資源開

発促進イニシアティブ」の進捗状況を報告するとともに、

従来の資源大臣会合の枠組みから、ＴＩＣＡＤを活用した

首脳レベルでの関係を軸に、各国大臣の個別招聘等による

二国間の関係強化を内容とする「日本・アフリカ資源大臣

パートナーシップ（ＪＡＭＰ：Japan-Africa Ministerial 

Partnership for Resources Development）」という新し

いステージに進めることを提案・発表し、参加国から賛同

を得た。 

2016 年２月には、北村経済産業大臣政務官が南アフリ

カを訪問し、「アフリカ鉱山投資会議（マイニング・イン

ダバ）」 

（注）に日本政府代表として出席した。日本とアフリカ

の鉱物資源分野における協力強化を目指して、各国の鉱物

資源担当大臣との会談及び講演を行った。 

 (注) 世界から 800以上の資源企業、アフリカ 20か国以

上の政府関係者が出席。2016年は約 8000名が参加。北村

大臣政務官は、ジンバブエ、ナミビア、マダガスカル、コ

ンゴ民主共和国、南アフリカの５か国の鉱業担当大臣と会

談を行った。 

 (ウ)二国間関係 

 南アフリカ、ケニア、モザンビーク、エチオピア等の要

人訪問の機会を捉え、経済産業省幹部からトップセールス

を実施。 

 南アフリカについては、2015 年８月にパンドール科学

技術大臣及びマシナ貿易産業副大臣が来日して山際経済

産業副大臣と会談を実施し、両国の経済関係強化に向けて

意見交換を行った。また、同時期に来日したラマポーザ副

大統領を招いてＪＥＴＲＯ主催の貿易投資セミナーを開
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催した。 

 ケニアについては、2015 年８月にモハメド産業化・企

業開発長官の来日時にて関経済産業大臣政務官と会談し、

両国の経済関係強化等に向けて意見交換を行った。 

 エチオピアについては、2015年 12月にデブレツィオン

副首相が来日して鈴木経済産業副大臣と会談を実施。また、

2015年 12月のトレサ鉱業・石油・天然ガス大臣の来日時

に北村大臣政務官と、2016 年２月のアルケベ首相顧問の

来日時には鈴木副大臣と会談し、貿易投資促進や経済協力

案件について意見交換を行った。 

 その他、ジェトロはアフリカ８か国の投資誘致機関の幹

部を日本へ招聘し、日本企業向けセミナーを開催。日本企

業に対して、各国の投資環境に関する情報を提供するよう

働きかけを行うととともに、投資機関間のネットワークを

構築した。 

 

６．独立行政法人日本貿易振興機構(ＪＥＴＲＯ) 

（１）沿革 

日本貿易振興機構（ＪＥＴＲＯ）は 2003年 10月、日本

貿易振興機構法に基づき、前身の日本貿易振興会を引き継

いで設立された独立行政法人である。貿易・投資促進と開

発途上国研究を通じ、日本の経済・社会の更なる発展への

貢献を目指して、日本企業の海外展開支援、外国企業の日

本への誘致、アジア等の経済連携強化に資する調査・研究、

開発途上国の支援等を実施した。 

 

（２）事業の概要 

（ア）対日直接投資の促進 

我が国における対日投資促進の中核機関として、海外か

らの大型案件の誘致や経済波及効果の高い案件の誘致に

向けた取組を重点的に実施するとともに、既投資企業に対

する長期的なフォローを行い、二次投資を促進した。 

  2015 年度においては、二次投資案件発掘の専門部署を

新設し、外資系企業へ精力的にアプローチしたほか、「国

別デスク」を新設して伸びが見込まれる中国・台湾・韓国・

シンガポール・米国の案件を海外採用の外国人スタッフが

重点的に支援した。 

 また、「一億総活躍社会の実現に向けて緊急に実施すべき

対策」等で地方への外資誘致について緊急的な対応が求め

られる中、自治体に対し外国企業誘致施策のフェーズに応

じたメニューを示し協働を提案し、誘致戦略策定、海外で

のＰＲ活動、個別企業アプローチ、有望分野でのネットワ

ーキング等の連携を行った。 

 さらに、米国において安倍総理による日本の魅力をＰＲ

するトップセールスの実施や、アジア地域での対日投資セ

ミナーの拡充、日本の投資環境を詳説する報告書（和文・

英文）を初めて刊行する等、情報発信強化に努めた。 

（イ）農林水産物・食品の輸出促進 

「輸出戦略実行委員会」での議論を踏まえつつ、政府、

自治体、業界団体等と連携しつつ、農林水産物・食品の輸

出を推進した。 

具体的には、輸出戦略実行委員会品目別部会・分科会等

に委員として参加し、海外マーケット情報の提供、輸出国

拡大に向けた提案、品目別輸出団体との連携事業等を実施

した。 

また、農林水産物輸出上位国及び新興国のマーケット情

報、規制情報に関する情報収集・情報提供、ハラールや中

国食品安全法に関する各種調査・情報提供を実施した。 

さらに、海外で開催される主要な農林水産物・食品分野

の見本市への出展支援や海外バイヤーを招へいして行う

国内商談会の実施等、商談機会を提供するほか、事業者の

商談スキル向上をサポートするためのセミナーやマーケ

ティングスクールの開催等の支援も実施した。 

（ウ）中堅・中小企業など我が国企業の海外展開支援 

高い技術力を有し、海外市場で十分に勝負できる潜在力

を有する中堅・中小企業など我が国企業の海外展開を推進

するため、貿易・投資相談への対応、海外バイヤーの招へ

いや海外における展示会への出展支援など各種支援を実

施した。 

具体的には、総理等のトップセールスにあわせたビジネ

ス・フォーラム等の実施や、輸出未経験企業に特化した集

中サポート・商談会を開催した。また、イノベーションの

創出などの促進を後押しするため、革新的な中小・ベンチ

ャー企業によるビジネスモデル構築、資金調達、戦略的パ

ートナー提携、商談を支援する「ジェトロ・イノベーショ

ン・プログラム」を新規に実施した。また、ミラノ国際博

覧会における日本館の運営においては取組が評価され、日

本館が展示部門で金賞を受賞した。 

こうした各種輸出支援により、これまで内需に依存して

いた業界における海外市場開拓意欲を喚起し、また、中小
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企業単独では困難な海外市場開拓を強力に後押しし、個別

企業の商談や成約に貢献している。 

海外進出・在外企業支援については、海外進出や現地で

の企業経営上の問題等に関する相談対応や現地政府への

提言、日本企業専用工業団地の開発への協力や情報発信等

を通じて、経済成長著しい新興国における日系企業の海外

事業展開を支援するとともに、海外現地の官民支援機関と

の連携により進出日系企業等の個別課題に対して総合的

なサポートを行う「中小企業海外展開現地支援プラットフ

ォーム」による支援を実施している。 

日本企業の海外における知的財産の保護活動を支援す

るために、各国知的財産当局との連携等を通じて、知財権

侵害の排除、模倣品取締りによる日本製品のビジネス機会

損失の防止等、各種問題の解決に努めた。 

また、地域経済活性化を図るため、国内外のネットワー

クとその機能を活用し、海外調査、ミッション派遣、海外

企業・有識者の招へい等によって国内地域と海外地域との

産業交流を支援する「地域間交流支援事業（ＲＩＴ事業)」

を実施した。 

ＴＰＰ大筋合意直後、ＴＰＰを活用して海外展開を目指

す中堅・中小企業を、日本各地の政府系・企業支援機関が

総合的に支援する「新輸出大国コンソーシアム」の事務局

となり、政府や関係機関と連携しつつ迅速に支援体制を整

備し、中堅・中小企業への情報提供・相談対応などのサー

ビスを開始した。また、ＴＰＰの活用に向け、海外展開を

加速する日本のコンビニエンスストアとＪＥＴＲＯが、日

本の中堅・中小企業が生産する加工食品、日用品の販路開

拓に向けて連携することを目指すため、2016 年１月に、

経済産業省に「コンビニエンスストアとＪＥＴＲＯとの連

携推進に係る協議会」が設置されたことを受け、2016 年

３月にベトナムにて、ベトナム市場視察、食品・日用品企

業と、日系を含む現地流通企業との商談会を実施した。 

海外ビジネス情報提供については、在外日系企業の活動

実態調査など日本企業の海外における活動状況などを定

点的に調査し情報提供したほか、イランやキューバの情勢

変化に加えて、中国・天津での爆発事故などの突発的な状

況事象に対応して機動的に海外情報を収集し、情報提供し

た。 

（エ）我が国企業活動や通商政策への貢献 

世界各地に展開した拠点網、海外の地域・産業等に豊富

な知見を持つ人材、現地政府、企業、研究機関、国際機関

等とのネットワーク、アジア経済研究所における地域研

究・開発研究の蓄積などの強みを最大限に活用して、調

査・分析活動を実施するとともに、国内外政府に向けて積

極的な政策提言活動を行い、我が国の企業活動や通商政策

等に貢献した。 

具体的には、アフリカ主要８カ国の投資誘致機関が一同

に会する「第２回アフリカ投資誘致機関フォーラム（ＡＩ

ＰＦ）」を開催し、アフリカ主要８カ国の投資誘致機関に

「Japan Desk」を設置させることで合意するなど、通商政

策に貢献した。 

 アジア経済研究所では、他機関と共同・連携研究を進め

た。例えば、独自開発した経済地理シミュレーションモデ

ルは、27 年８月にマレーシアで開催された「第３回東ア

ジア経済大臣会合」で東アジア・アセアン経済研究センタ

ー（ＥＲＩＡ）が提示した「アジア総合開発計画」の中で

活用された。さらに、ラオスの産業立地政策に関する提言

書を作成するなど、外国からの依頼に応じた政策提言にも

取り組んだ。 
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